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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第37期 第38期 第39期 第40期 第41期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 (千円) 16,079,46816,655,89016,785,94718,975,34718,537,390

経常利益 (千円) 882,7991,102,8551,641,5411,383,605698,603

当期純利益 (千円) 504,819 489,0311,009,104592,077 572,087

純資産額 (千円) 11,385,32412,261,74713,395,58415,753,60015,727,667

総資産額 (千円) 21,152,97722,675,74123,773,36624,009,69323,389,393

１株当たり純資産額 (円) 2,215.972,188.422,391.912,448.002,469.72

１株当たり当期純利益 (円) 95.10 90.15 177.06 105.87 102.61

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 53.8 54.1 56.4 57.0 58.5

自己資本利益率 (％) 4.5 4.1 7.9 4.4 4.2

株価収益率 (倍) 16.3 16.7 13.8 19.8 15.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 1,482,0591,519,23838,834 631,3991,178,833

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △129,080△1,151,606△1,015,122△589,024△1,190,132

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △1,085,574634,618△339,449△243,897△123,182

現金及び現金同等物
の期末残高

(千円) 1,692,7282,663,4611,516,4051,304,9171,163,580

従業員数
〔ほか、平均臨時
雇用者数〕

(名) 682 738 770 777
786
〔53〕

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。

３　従業員数は就業人員数を表示しております。

４　純資産の算定に当たり、第40期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第５

号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号)

を適用しております。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第37期 第38期 第39期 第40期 第41期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 (千円) 12,105,71312,951,36812,941,13413,800,92413,502,539

経常利益 (千円) 948,6951,302,6541,759,3991,363,320746,171

当期純利益 (千円) 623,151 672,4291,101,254723,415 615,007

資本金 (千円) 1,040,8751,207,7951,207,7951,207,7951,207,795

発行済株式総数 (株) 5,335,0005,595,0005,595,0005,595,0005,595,000

純資産額 (千円) 8,114,3579,201,75510,232,32810,678,26010,728,736

総資産額 (千円) 13,539,44114,154,33615,214,52515,424,37015,606,630

１株当たり純資産額 (円) 1,578.671,641.271,826.291,909.401,935.94

１株当たり配当額
(１株当たり中間配当額)

(円)
30.00

(―)

35.00

(―)

45.00

(―)

45.00

(―)

45.00

(―)

１株当たり当期純利益 (円) 117.93 125.61 193.54 129.36 110.31

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 59.9 65.0 67.3 69.2 68.7

自己資本利益率 (％) 7.9 7.8 11.3 6.9 5.7

株価収益率 (倍) 13.1 12.0 12.7 16.2 14.1

配当性向 (％) 25.4 27.9 23.3 34.8 40.8

従業員数
〔ほか、平均臨時
雇用者数〕

(名) 341 347 360 378
407
〔41〕

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　第37期の１株当たり配当額30円は、特別配当15円を、第38期の１株当たり配当額35円は、特別配当15円、東京証

券取引所市場第二部に上場したことによる記念配当５円を、第39期の１株当たり配当額45円は、特別配当15円

を含んでおります。

３　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。

４　従業員数は就業人員数を表示しております。

５　純資産の算定に当たり、第40期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第５

号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号)

を適用しております。
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２ 【沿革】
　 年月 概要

昭和43年２月 ガスクロマトグラフ用のカラム充填剤及び消耗部品の製造・販売を目的として、資本金1,500千円でガスクロ工業株
式会社を東京都新宿区柏木二丁目281番地に設立

昭和45年５月 大阪府大阪市に大阪営業所(現大阪支店)を開設

資本金を3,000千円に増資

　　　　12月 資本金を6,000千円に増資

昭和46年９月 埼玉県所沢市に所沢工場を新築、本社工場より移転

昭和47年２月 資本金を10,000千円に増資

　　　　３月 福岡県北九州市に北九州出張所(現九州営業所)を開設

昭和48年２月 資本金を13,000千円に増資

　　　　３月 愛知県名古屋市に名古屋出張所(現名古屋営業所)を開設

　　　　12月 資本金を16,000千円に増資

昭和49年12月 資本金を20,000千円に増資

昭和50年４月 埼玉県入間市に武蔵工場を新築、所沢工場より移転

　　　　12月 資本金を25,000千円に増資

昭和51年２月 神奈川県横浜市に横浜出張所(現横浜営業所)を開設

　　　　10月 山形県山形市に子会社株式会社ガスクロ・ヤマガタ(連結子会社)を設立

　　　　11月 資本金を50,000千円に増資

昭和53年11月 資本金を70,000千円に増資

昭和54年４月 茨城県土浦市に筑波出張所(現筑波営業所)を開設

昭和55年４月 東京都新宿区西新宿六丁目12番18号に本社社屋落成、新宿区柏木より本社移転

　　　　11月 資本金を110,000千円に増資

昭和56年11月 千葉県千葉市に千葉出張所(現千葉営業所)を開設

昭和58年12月 計量器製造事業登録

昭和59年11月 宮城県仙台市に仙台出張所(現東北営業所)を開設

昭和60年３月 資本金を119,500千円に増資

昭和61年４月 福島県福島市内の福島工業団地に福島工場を新築(第１期工事)、武蔵工場の一部を移転

昭和62年４月 広島県広島市に広島出張所(現広島営業所)を開設

昭和63年２月 資本金を179,250千円に増資

　　　　８月 資本金を438,625千円に増資

平成元年３月 福島県福島市内の福島工業団地に福島工場を増設(第２期工事)、武蔵工場の一部を移転

平成２年５月 本社周辺の西新宿六丁目再開発事業による超高層ビル建設のため、本社を東京都新宿区歌舞伎町に仮移転

　　　　10月 ガスクロ工業株式会社の商号をジーエルサイエンス株式会社に変更

　　　　11月 資本金を634,625千円に増資

平成３年１月 福島県福島市内の福島工業団地に福島工場を増設(第３期工事)、武蔵工場の一部を移転

　　　　４月 子会社株式会社ガスクロ・ヤマガタの商号をテクノクオーツ株式会社に変更

平成４年４月 埼玉県大宮市(現さいたま市)に北関東営業所を開設

平成６年４月 静岡県静岡市に静岡営業所を開設

　　　　11月 元本社周辺の西新宿六丁目再開発事業による超高層ビル、新宿スクエアタワー竣工により同ビル30階(最上階)の全フ
ロアを取得、新宿区歌舞伎町より本社を新宿区西新宿六丁目22番１号に移転

平成７年９月 社団法人日本証券業協会の承認を得て、株式を店頭へ登録

資本金を1,040,875千円に増資

平成８年10月 福島県福島市内の福島工業団地に福島工場を増設(第４期工事)

　　　　12月 非接触ICカード及びその周辺機器の開発型メーカーである株式会社エイアイテクノロジー(連結子会社)を子会社と
して買収

平成10年２月 福島工場にて品質管理と品質保証の国際規格「ISO9001」の認証を取得

平成11年９月 子会社テクノクオーツ株式会社が社団法人日本証券業協会の承認を得て、株式を店頭へ登録

平成13年８月 ガスクロマトグラフ及びガスクロマトグラフ質量分析計に付属する、試料前処理装置の開発・販売会社、
ATAS GL International B.V.(オランダ、連結子会社)を子会社として買収

平成13年10月 子会社株式会社エイアイテクノロジーの営業の全部を譲り受け、同社を解散

平成13年11月 埼玉県入間市に総合技術センターを新築

平成14年10月 福島県福島市内の福島工業団地に福島工場を増設(第５期工事)

平成15年９月 大阪府大阪市北区に自社ビルを取得し、大阪支店を移転

京都営業所を大阪支店に統合

　　　　10月 武蔵営業所を北関東営業所に統合

平成16年４月 本社内営業部署を統括する管理部署として東京支店を設置

　　　　８月 環境に関する国際規格「ISO14001」の認証を取得

　　　　12月 株式会社ジャスダック証券取引所に株式を上場

平成17年２月 米国カリフォルニア州に子会社GL Sciences, Inc.(連結子会社)を設立

　　　　３月 株式会社東京証券取引所市場第二部に上場

資本金を1,207,795千円に増資

　　　　４月 株式会社ジャスダック証券取引所の上場を廃止

　　　　10月 福島県福島市内の福島工業団地に福島工場を増設(第６期工事)

平成18年９月 株式会社島津製作所と分析機器・理化学機器事業に関する業務提携を締結するとともに資本提携にも合意

　　　　10月 埼玉県入間市の武蔵工場、技術開発部、カスタマーサポートセンターの３部門を統合し、総合技術本部を新設

平成19年４月 静岡営業所を横浜営業所に統合

　　　　11月 福島県福島市の福島工場敷地内に、当社製品の組立・加工を業とした子会社株式会社グロースを設立

埼玉県入間市内の総合技術センターに東棟を新設

　

EDINET提出書類

ジーエルサイエンス株式会社(E02320)

有価証券報告書

  4/105



３ 【事業の内容】

当社グループは、当社及び子会社５社並びに関連会社２社で構成され、分析機器関連製品、半導体関連製

品、非接触ICカード関連製品の製造・販売及び同種商品の仕入・販売を主な事業とし、さらに各事業に関連

する研究・開発及び技術サービス等の事業活動を展開しております。

当社グループの当該事業における位置付け及び事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおりであり

ます。

　

(分析機器事業)

クロマトグラフの装置・消耗品等の製造・仕入・販売は、当社、子会社ATAS GL International　 B.V.

(オランダ) が担当し、仕入・販売は、子会社GL Sciences, Inc.(米国カリフォルニア州)、関連会社島津

技迩(上海)商貿有限公司(中国上海市)が担当し、製造の一部を子会社株式会社グロースが担当しており

ます。

　株式会社グロースは、当社が発行済株式総数の66.7％を所有する子会社であります。製造業務の一部を

アウトソーシングし、原価低減を図る目的で、平成19年11月に福島工場の敷地内に設立いたしました。

　ATAS GL International B.V.は、当社が発行済株式総数の100％を所有する完全子会社であります。

　GL Sciences, Inc.は、当社が発行済株式総数の95％を所有する子会社であり、主に米国における当社製

品の販売を行っております。

　島津技迩(上海)商貿有限公司は、当社が30％出資している上海市(中国)の関連会社で、中国市場におけ

る分析機器及び理化学機器用消耗部品・前処理装置・関連消耗部品の販売及び関連するアフターサービ

スを目的としております。

　なお、当関連会社は当社と株式会社島津製作所との業務提携及び資本提携により相互の信頼関係と協調

体制構築を進めている具体的取り組みの一環として設立されました。

　株式会社京都モノテックは、主に分析関連製品の開発を行っており、当社が発行済株式総数の23.1％を

所有しておりましたが、平成19年２月に増資を行ったことにより、当社が発行済株式総数の39.4％を所有

している関連会社であります。

　

(半導体事業)

子会社テクノクオーツ株式会社は、当社が発行済株式総数の65.2％を所有し、半導体用石英治具及び材

料等の製造・仕入・販売を担当しており、同社の子会社杭州泰谷諾石英有限公司(中国浙江省)は、製造を

主に担当しております。

　杭州泰谷諾石英有限公司は、テクノクオーツ株式会社が100％出資した現地法人であります。

なお、テクノクオーツ株式会社は、株式会社ジャスダック証券取引所に上場しております。

　

(自動認識事業)

自動認識事業の入退室管理システム、他社機器への組込み型デバイス及び試薬管理システムの開発・

製造・販売は、当社の自動認識事業本部が担当しております。
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以上について図示すると、次のとおりであります。

　

　当社グループのホームページ

(当　社)ジーエルサイエンス株式会社 http://www.gls.co.jp

(子会社)テクノクオーツ株式会社 http://www.techno-q.com

(子会社)ATAS GL International B.V.(英語)http://www.atasgl.com
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４ 【関係会社の状況】
　

名称 住所
資本金又は
出資金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の所有
割合(％)

関係内容

(連結子会社)

テクノクオーツ株式会社 東京都新宿区 829半導体事業 65.2

役員の兼任　１名

当社製品の製造

事務所の賃貸

(連結子会社)

杭州泰谷諾石英有限公司
中国

浙江省杭州市

1,353

(12,000千US$)
半導体事業

100.0

(100.0)

役員の兼任　１名

テクノクオーツ株式会社の

役員の兼任　３名

テクノクオーツ株式会社の

製品を製造

(連結子会社)

ATAS GL 

International B.V.

オランダ

フェルドホーヘン市

145

(1,018千ユーロ)
分析機器事業 100.0

共同開発及び継続的な仕入

当社製品の販売

当社からの資金借入

(連結子会社)

GL Sciences, Inc.
米国

カリフォルニア州

58

(500千US$)
分析機器事業 95.0当社製品の販売

(連結子会社)

株式会社グロース 福島県福島市 6 分析機器事業 66.7

役員の兼任　１名

当社製品の加工、組立

事務所の賃貸

(持分法適用関連会社)

島津技迩(上海)商貿有限公司
中国

上海市

200

(1,700千US$)
分析機器事業 30.0当社製品の販売

(注) １　主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。
２　「議決権の所有割合」欄の(内書)は間接所有であります。
３　テクノクオーツ株式会社、杭州泰谷諾石英有限公司及びATAS GL International B.V.は、特定子会社に該当い
たします。

４　テクノクオーツ株式会社については、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く。)の連結売上高に占める割
合が10％を超えておりますが、当該連結子会社は、有価証券報告書の提出会社であるため、主要な損益情報等
の記載を省略しております。

　

５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

平成20年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

分析機器事業
384 
(41)

半導体事業
373 
(12)

自動認識事業 29 

合計
786 
(53)

(注) １　従業員数は就業人員数であります。

２　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当連結会計年度の平均雇用人数(１日７時間15分換算)であります。
３　臨時従業員は、パートタイマー従業員であり、派遣社員を除いております。

　

(2) 提出会社の状況

平成20年３月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

407 
(41)

38.4 13.3 6,806

(注) １　従業員数は就業人員数であります。
２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。
３　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当事業年度の平均雇用人数(１日７時間15分換算)であります。
４　臨時従業員は、パートタイマー従業員であり、派遣社員を除いております。

　
(3) 労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、好調な企業収益を軸に緩やかな拡大を持続したものの、後半に

かけて原油・原材料価格の高騰や、米国の信用力の低い個人向け住宅融資(サブプライムローン)問題、円

高、株価の下落などにより、先行きに不透明感が強まる中で推移しました。

　分析機器業界におきましては、最近では一昨年５月に、「ポジティブリスト制」が施行され、食品中に残

留する農薬等の分析基準が厳しくなりましたが、当連結会計年度はそれらの規制もほぼ一段落したこと

により、特需的な受注が減少しました。

　半導体製造装置市場では、システムLSI向けの装置、液晶向けの製造装置が堅調に推移し、販売は過去最

高水準に達したものの、受注に関しては一転して厳しい状況を迎え、DRAM価格の下落による設備投資抑制

の影響を受け対前連結会計年度比はマイナス成長となりました。

　このような状況下、分析機器事業における売上は下半期に前連結会計年度比微増となりましたが、通期

では上半期の落ち込みをカバーするまでには至りませんでした。また、自社製品売上については消耗品が

わずかながら前連結会計年度比増となりましたが、装置については前連結会計年度を大きく下回ったた

め、売上総利益率が低下し、営業利益は減益となりました。半導体事業ではシリコンの原材料費高騰など

により売上は前連結会計年度を下回り、営業利益も半減しました。自動認識事業はデバイス部門の高付加

価値製品群の売上が好調に推移し、システム部門の売上も新規に開発した入退室管理システム関連製品

は市場のニーズにも相まって増収となり、営業利益も人件費など経費の増加がありましたが増益となり

ました。

　この結果、当連結会計年度の連結売上高は、18,537百万円(前連結会計年度比2.3％減)となりました。

　利益につきましては、営業利益は962百万円(前連結会計年度比26.0％減)、経常利益は前連結会計年度で

計上した為替予約評価益54百万円が、当連結会計年度は為替予約評価損138百万円とマイナスに転じたこ

とや、たな卸資産廃棄損89百万円、たな卸資産評価損68百万円を計上し、698百万円(前連結会計年度比

49.5％減)となりました。

　当期純利益は福島工場の隣接地購入に伴う企業立地助成金受入益174百万円、投資有価証券売却益70百

万円を計上し、572百万円(前連結会計年度比3.4％減)となりました。
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当連結会計年度における事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

売上高(百万円) 営業利益(百万円)

前連結会計年度 当連結会計年度
前年同期比
(％)

前連結会計年度 当連結会計年度
前年同期比
(％)

分析機器事業 13,332 12,929△3.0 1,119 809 △27.6

半導体事業 4,976 4,795 △3.6 112 54 △51.7

自動認識事業 666 811 21.8 64 93 45.4

小　　計 18,975 18,537△2.3 1,296 958 △26.1

消去又は全社 － － － 5 4 △6.9

合　　計 18,975 18,537△2.3 1,301 962 △26.0

　

セグメント別の状況

(分析機器事業)

分析機器事業におきましては、これまで国内でのさまざまな環境汚染物質に対して法規制による

排出防止策が行われてきました。水中・大気中の汚染物質、生態系に影響を及ぼす環境ホルモン、

シックハウス問題やダイオキシン、最近では一昨年５月に、「ポジティブリスト制」が施行され、食

品中に残留する農薬等の分析基準が厳しくなりました。しかし、当連結会計年度はそれらの規制もほ

ぼ一段落したことにより、特需的な受注が減少しました。

　当事業においてもこの影響を受け、当連結会計年度前半は官公庁関連の予算執行の遅れや、環境関

連ユーザーの予算引締めなどにより、水分析の前処理装置関連をはじめ、自社GC装置や自社消耗品な

どの売上げが伸びず、全体に出遅れた形となりました。また大手製薬会社の合併や事業所移転に伴う

買い控え、新製品開発が遅れたこと等も業績の伸び悩みの要因となりました。

　このような低迷状況の打開策として、第４四半期に当事業の底支えをしている消耗品「イナート

(Inert)ファミリー」の販売強化キャンペーンを実施した結果、当連結会計年度の自社製品全体での

売上比率は計画63.4％に対して実績61.7％と1.7ポイント及ばなかったものの、自社消耗品の売上比

率は実績67.0％と計画を3.6ポイント上回ることができました。

　一方、装置についてはLC-MS/MSなど高額なバイオ関連の他社装置が伸びましたが、GC OEM装置や自

社LC装置など自社装置の販売は低迷しました。

　生産部門では、長期的な視野に立った設備投資を二つ行いました。一つは昨年７月に、福島工場の隣

接地に将来に向けた更なる生産設備の増強を図るべく、349百万円を投じて、福島市から敷地面積

20,583㎡の用地を確保しました。もう一つは、埼玉県入間市にある総合技術本部の工場の老朽化が進

んだことや、生産体制の再構築と管理体制の充実を図り、昨年11月に「総合技術センター東棟」を建

設しました。

　この結果、売上高は12,929百万円(前連結会計年度比3.0％減)と減少しました。売上総利益は自社製

品比率が低下したため全体の原価率が上昇し、売上総利益率は32.6％(前連結会計年度実績33.4％)

と低下し4,138百万円(前連結会計年度比5.7％減)となりました。営業利益は人件費などが増加し809

百万円(前連結会計年度比27.6％減)となりました。
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(半導体事業)

半導体業界におきましては、メモリー市場はデバイスメーカーの二極化が一段と進み、汎用DRAM製

品のスポット価格が一時１ドルを割り込む厳しい展開となる一方で、携帯電話やMP３プレーヤーの

NAND型フラッシュメモリー陣営は好調を維持し、明暗が分かれる展開となりました。

　このような状況のなかで、当半導体事業は原価低減を中心骨子とする「業務改善プロジェクト」の

推進、量産体制を整えた中国工場の全面稼働と月産１億円の確保、大型火加工製品、合成石英製品の

外販拡充等を重点施策として取り組みました。

○製品別売上

　石英チューブ、ボート、ベルジャー等の火加工製品については、大型品、合成石英製品の販売が伸び

悩んだため、前連結会計年度並みの1,586百万円(前連結会計年度比0.7％減)となりました。石英リン

グ等機械加工製品は2,161百万円(前連結会計年度比2.1％減)、材料・商品を含めた石英製品全体と

いたしましては、3,951百万円(前連結会計年度比0.2％減)となりました。

　シリコン製品は、原材料費高騰に伴う販売の落ち込みを補うことができなかったため、シリコン電

極が452百万円(前連結会計年度比18.5％減)、その他シリコン製品が302百万円(前連結会計年度比

18.6％減)、セラミックスその他シリコン製品全体としましては786百万円(前連結会計年度比17.2％

減)となり、石英製品を含めた半導体製造装置用製品は4,737百万円(前連結会計年度比3.5％減)とな

りました。

　理化学機器製品につきましては、テドラーバッグが、環境分析の底堅い需要もあり、前連結会計年度

比9.9％増加し47百万円となり、セル製品につきましても前連結会計年度比5.2％増の70百万円とな

り、理化学機器製品全体といたしましては119百万円(前連結会計年度比7.0％増)となりました。

　この結果、当連結会計年度の売上高は4,795百円(前連結会計年度比3.6％減)となりました。収益面

におきましては、原材料や加工費が高騰する中で合理化を図り、コスト削減に努めましたが期待した

成果は得られず、営業利益は54百万円(前連結会計年度比51.7％減)となりました。

　

(自動認識事業)

自動認識事業では引き続き業界の拡大基調を想定し、当連結会計年度の売上計画を900百万円(前

連結会計年度比35.1％増)としました。

　第１、第２四半期ではデバイス部門において、計画値ベースの実績を残せましたが、第３四半期では

継続した得意先からの受注低迷により計画を大きく割り込みました。第４四半期には入退室管理シ

ステムで大型２案件の受注に成功しましたが、第３四半期の落ち込みをカバーするまでには至りま

せんでした。

○システム部門

　システム部門では受注拡大に備え開発力を強化し、新たな品揃えを図りました。旧入退室コント

ローラを一新させた入退室コントローラXRC100を開発し、さらにクライアントとしてXRC100を統括

管理するコンピュータソフトも一新するなど、セキュリティ機能をより高めたXRC100シリーズや、カ

メラ監視システムと連携し、画像データを入退室履歴と関連付けたJanitorシリーズを完成させまし

た。

　入退室管理システム関連は市場のニーズにも相まって好調に展開され、システム部門の売上を260

百万円(前連結会計年度比49.3％増)と大きく引き上げることができました。

○デバイス部門

　デバイス部門では機械警備関係、出退勤管理などアクセスコントロール分野では前連結会計年度ま

での高い伸びが鈍化しました。 
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　しかし、「防滴型壁付けリーダ」などの高付加価値製品群の品揃えの充実を図り、さらに受注変動

の激しいアミューズメント分野も好調に転じたことにより、デバイス部門の売上は550百万円(前連

結会計年度比11.5％増)となりました。 

　この結果、売上高は811百万円(前連結会計年度比21.8％増)、営業利益は社員の待遇改善や開発、営

業部員の補強など人件費の増加がありましたが、93百万円(前連結会計年度比45.4％増)となりまし

た。

　

(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物(以下、「資金」という。)の残高は、前連結会計年度末

に比べ141百万円減少し1,163百万円となりました。

　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの主な増減要因は、以下のとおりであり

ます。

　

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当連結会計年度における営業活動による資金の増加は1,178百万円(前連結会計年度に比べ547百万

円の増加)となりました。

　これは主に税金等調整前当期純利益877百万円、減価償却費748百万円などがありましたが、仕入債務

の減少479百万円や法人税等の支払342百万円などがあったことによります。

　

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当連結会計年度における投資活動による資金の減少は1,190百万円(前連結会計年度に比べ601百万

円の減少)となりました。

　これは主に有形固定資産の取得による支出1,039百万円などによります。

　

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当連結会計年度における財務活動による資金の減少は123百万円(前連結会計年度に比べ120百万円

の増加)となりました。 

　これは主に長期借入による収入900百万円などがありましたが、長期借入金の返済による支出775百万

円や配当金の支払額250百万円などがあったことによります。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

事業の種類別セグメントの名称 生産高(千円) 前年同期比(％)

分析機器事業 7,834,503 △5.4

半導体事業 4,901,268 △8.9

自動認識事業 669,178 △11.0

合計 13,404,949 △7.0

(注) １　金額は、販売価格によっております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注実績

当連結会計年度における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

事業の種類別セグメントの名称 受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％)

分析機器事業 12,923,922 △1.4 770,273 △0.8

半導体事業 4,867,673 △6.9 1,059,837 7.3

自動認識事業 803,360 17.5 50,336 △14.1

合計 18,594,956 △2.2 1,880,446 3.2

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 販売実績

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

事業の種類別セグメントの名称 販売高(千円) 前年同期比(％)

分析機器事業 12,929,785 △3.0

半導体事業 4,795,972 △3.6

自動認識事業 811,633 21.8

合計 18,537,390 △2.3

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【対処すべき課題】

(分析機器事業)

分析機器事業は、製造業の基礎開発や品質管理など、国の産業競争力に不可欠な基盤を形成する産業と

して重要な位置を占めております。また最近では、地球規模での環境保全として、クロマトグラフによる

測定技術が果たす役割も大きくなってきております。

　当事業が今後永続的に発展するためには、製品開発や販売支援活動に効果的な体制を作り、収益性を確

保して、事業規模を拡大していくことが必要となります。

　前連結会計年度に知的財産や分析技術の集約と有効活用を目的として、技術開発部、カスタマーサポー

トセンター、武蔵工場の３部門を統合して総合技術本部が発足しました。当連結会計年度では、大気分析

前処理装置として当事業の製品「オートキャン」の買い替え需要を見込んだ、新製品「アエロタワー」

をこれら３部門の相互協力によりリリースするなど、徐々に協力体制の成果も出始めてきました。また、

新たに総合技術本部の敷地に３部門の作業効率向上を図り、「総合技術センター東棟」を建設し、製造工

場として操業を開始いたしました。

　当連結会計年度の業績は前連結会計年度を下回る大変厳しい業況で、次連結会計年度も楽観できない環

境が続くものと予想されますが、営業、工場、開発が三位一体となり、高付加価値製品比率を高め、メー

カーとしての体質強化と海外市場におけるGLブランドの確立を目指し、安定した成長を続けることが今

後の課題となります。

　

(半導体事業)

半導体集積回路の微細化・高集積化への技術革新は、45ナノ(１ナノは10億分の１)から32ナノへ移行

しつつあり、革新的技術の導入だけでなく巨大な開発投資、工場建設が避けられない状況にあります。当

事業におきましても、製造プロセスの技術開発、新素材の研究、加工工程における汚染防止対策及びク

リーン化を更に推進し、作業環境の向上に努めてまいります。

　300mmウエーハ対応装置の拡大や液晶、太陽電池、有機EL用として需要が伸びている大型火加工製品、高

純度合成石英製品につきましては、引き続き継続受注に努めるともに、短納期対応、革新的な加工技術の

開発、製造コストの低減に注力してまいります。

　原油価格の高止まりから太陽電池需要の拡大に伴い、価格が上昇している、シリコン原材料につきまし

ては、安定調達とコスト競争力の確保を視野に入れ、品質及びコスト面における素材の研究を進めなが

ら、仕入先の多様化を図ってまいります。

　石英材の端材につきましては、材料歩留まり率の向上と平行して、溶融接合技術を確立し、リサイクルに

よる再利用及び商品化に向けた取り組みを一段と推進してまいります。石英コーティング技術は対プラ

ズマ性の向上を目的とした新しいコーティング技術の開発を共同開発プロジェクトとして掲げておりま

す。

　新しいビジネスへの取り組みといたしましては、ウエーハ処理プロセスに欠かせない治具の洗浄ビジネ

スへの参入を今後のテーマとして加えております。
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(自動認識事業)

当事業はRFID(Radio Frequency Identification) の技術開発を長年に亘って取り組んできておりま

す。RFIDは将来の社会のIT化・自動化を推進する上での基盤技術として注目されており、読み取り技術だ

けでなく、制御系を含むより広範な役割が要求されてくるものと認識しております。

　当事業では急速に非接触ICカードの市場に広く浸透してきている「FeliCa」の技術をリーダライタの

製品開発に応用し、各分野に広がるRFID技術を自社の製品化に結び付けていくことが、今後の課題である

と考えております。

　そのためには限られた資源の中での人材育成や、きめ細かな営業戦略を立て、システム製品の販売展開

をどのように強化していくか、また、技術的には今後どのようにお客様の要求に応え、製品の改良及び機

能アップを図っていくかが重要となります。
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４ 【事業等のリスク】

当社グループの経営成績、株価及び財政状況などに影響を及ぼす可能性のあるリスクは以下のようなも

のがあります。

　当社グループにおいては、これらリスクを認識した上で、可能な限り発生の防止に努め、また、発生した場

合は迅速、的確に対処する方針です。

　なお、記載した事項は当連結会計年度末現在において、当社グループが判断したものでありますが、当社グ

ループに関するすべてのリスクを網羅したものではありません。

　

(1) 経済動向及び製品市況によるリスク

当社グループ製品の主要な市場がある経済環境の動向は、当社グループの業績に大きな影響を及ぼす

可能性があります。当社グループは事業の多角化などにより、リスクヘッジをしておりますが、いずれも

最先端の技術を要しますので、技術の急激な変化により製品の需要が減少した場合、または、価格競争が

激化した場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

　

(2) 為替変動によるリスク

当社グループは、海外からの仕入については米ドルを中心とする外貨建てで行っており、為替リスクの

軽減を図るため、決済予想額の一部について為替予約取引を利用しております。しかし、平成20年３月期

の国内での分析機器事業、半導体事業の売上原価に占める輸入割合は、いずれも高い水準で推移してお

り、為替変動により業績に影響を及ぼす可能性があります。

　

(3) 特定の販売先への依存度が高いことによるリスク

半導体事業については、その主な販売先は半導体製造装置メーカー、デバイスメーカー、理化学機器

メーカーであります。そのうち米国Applied Materials, Inc.に対する依存度が高く、同社の経営状態や、

需要動向の著しい変化により、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

　

(4) 特定の仕入先への依存度が高いことによるリスク

半導体事業については、その主要な原材料は石英インゴットでありますが、その主な仕入先は

Momentive Performance Materials Quartz,Inc.(旧 GE Quartz, Inc.)であります。同社からの供給の逼

迫や遅延、または著しい価格上昇等が生じた場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。

　

(5) 新製品の開発に関わるリスク

当社グループの事業はいずれも技術的な進歩が急速であるため、常に技術革新に対応できる研究・開

発に努め、得意先に密着しスピードと柔軟性をもって活動を行っております。しかしながら、事業を展開

する市場において、業界と市場の変化に的確に対応できなかった場合、当社グループの業績に影響を及ぼ

す可能性があります。
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(6) 製造物責任に関わるリスク

当社グループは品質不良によるリスクを最小限に抑えるべく、品質管理体制の強化に努めております

が、将来において品質問題が発生しないという保証はありません。品質管理には万全を期しております

が、予期せぬ事情により不具合が発生した場合、当社グループへの信頼が損なわれ、当社グループの業績

に影響を及ぼす可能性があります。

　

(7) 半導体製品の納入状況の変動による影響

自動認識事業の主力製品であるデバイス部門のリーダライタは、その核となる重要な部品としてIC(集

積回路)、カスタムICを使用しておりますが、国内半導体業界の業績の影響により入荷状況が大きく変動

する可能性があります。このため、当事業としては余裕を持った在庫を保有しながら、生産を実施してお

りますが、半導体業界の予想を上回る需要により、在庫確保が困難な状態となった場合、業績に影響を及

ぼす可能性があります。

　

(8) ICを含む電子部品、部材の供給変動による影響

自動認識事業の主力製品であるデバイス部門の製品に使用されている電子部品、部材全般に関連して、

これらが使われている主力製品(PC、携帯電話、アミューズメント関連機器など)の需要動向の急速な増減

変動による、部品、部材の生産調整、機種の廃止、バージョンアップ等による部品、部材メーカーの供給状

況の変更により当事業既存製品のやむを得ない設計変更が発生して、業績に影響を与える可能性もあり

ます。
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５ 【経営上の重要な契約等】

(1) 業務提携に係る契約

　

契約会社名 相手先 国名 契約の内容 備考 契約期間

ジーエルサイエンス
株式会社(当社)

株式会社島津製作所 日本
分析機器・理化学機
器事業に関する業務
提携

業務提携協定
平成18年９月15日から
平成20年９月14日まで
以降１年ごとの自動更新

　

(2) 主な共同開発契約

　

契約会社名 相手先 国名 契約の内容 備考 契約期間

ジーエルサイエンス
株式会社(当社)

エーザイ株式会社 日本
「光学異性体分離カ
ラム」の共同開発に
関する契約

共同開発契約
平成３年11月18日から
平成４年11月17日まで
以降１年ごとの自動更新

(注)　上記についてはロイヤリティとして売上高の一定率を支払っております。

　

(3) 主な総代理店契約

　

契約会社名 相手先 国名 契約の内容 備考 契約期間

ジーエルサイエンス
株式会社(当社)

Teledyne
Tekmar Company

米国

「サンプル濃縮導入
装置」の日本国内で
の販売権に関する契
約

日本総代理店
契約

平成10年４月１日から
平成16年３月31日まで
以降１年ごとの自動更新

Spark Holland B.V.オランダ

「サンプル濃縮導入
装置」及び「オート
サンプラー」の日本
国内での販売権に関
する契約

日本総代理店
契約

平成10年12月１日から
平成11年12月１日まで
以降１年ごとの自動更新

Trace Detect, Inc.米国

「NanoRandExplorer
ポータブル・ベンチ
トップ」の日本国内
での販売権に関する
契約

日本総代理店
契約

平成14年９月２日から
平成15年９月１日まで
以降１年ごとの自動更新

(注)　Teledyne Tekmar Companyは平成15年５月19日付けでTeledyne Technologies Companyに吸収合併されておりま

す。なお、契約の内容及び契約期間は変更されておりません。

　

(4) OEM供給契約

　

契約会社名 相手先 国名 契約の内容 備考 契約期間

ジーエルサイエンス
株式会社(当社)

株式会社
日立サイエンスシス
テムズ

日本
ガスクロマトグラフ
GC4000販売に関する
契約

OEM供給
平成17年４月１日から
平成19年３月31日まで
以降１年ごとの自動更新

(注)　株式会社日立サイエンスシステムズは平成19年４月１日付けで株式会社日立ハイテクノロジーズの経営改革に伴

い、同社の全事業が、株式会社日立ハイテクノロジーズ及び同社グループに事業譲渡されております。

なお、契約の内容及び契約期間は変更されておりません。
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６ 【研究開発活動】

当社グループは、広く産業界の高度化するニーズに対応できるよう積極的な研究開発活動を展開してお

ります。その分野は分析機器事業、半導体事業、自動認識事業といずれも最先端の技術が求められる三つの

事業のセグメントに分かれ、それぞれの分野ごとに独自性のある技術力を高めながら新製品の開発に努め

ております。

また、製品に対するニーズを様々な角度から収集し、そのデータをもとに、より充足度の高い製品を目指

すべく開発、改良に努めております。

なお、当連結会計年度におけるグループ全体の研究開発費の総額は、697百万円であります。

事業の種類別セグメントの研究開発活動を示すと次のとおりであります。

　

(分析機器事業)

(1) 概要

当事業の研究開発活動は、長年にわたり培ってまいりましたクロマト基盤技術をベースに、前処理装置

の自動化技術やナノテクノロジー、ライフサイエンステクノロジーなどの先端技術を融合させた、クロマ

トグラフ関連の消耗品や装置などの開発を中心に実施しております。 

　また、最近では地球規模での環境保全として、クロマトグラフによる測定技術としての果たす役割も大

きくなってきており、各種の法規制に対応した製品への展開を考慮した開発活動を進めております。

なお、当連結会計年度の研究開発費の総額は、571百万円であります。

　

(2) 主な研究開発活動

当社の主力消耗品製品群として 固相抽出用カートリッジ InertSep シリーズ、液体クロマトグラフ用

カラム Inertsil シリーズ、ガスクロマトグラフ用キャピラリーカラム InertCap シリーズ(統一ブラン

ド名「 Inertファミリー」)の販売強化の戦略に沿った開発を展開し、ラインアップの拡充に注力してお

ります。

　また、クロマト技術を応用したライフサイエンス関係の新規製品の開発も進めております。装置関係で

は試料の捕集から分析までの前処理関係製品の開発を中心に行っております。

① 消耗品関連の主要な研究開発成果には次のものがあります。

・InertSep シリーズ

LC充填剤の技術を応用して９種類の充填剤を合成し、各種サイズの容器に充填した固相抽出カート

リッジの製品化を行いました。特に食品や医薬品の分析用前処理としての需要が期待できる製品群で

す。

・Inertsil シリーズ

高速・高分離用の粒子径２ミクロンの液体クロマトグラフ用充填カラムを開発しました。球状、高純

度シリカゲルの分級精度を上げておりますので、低圧で使用できカラム寿命も長い製品です。内径３

mm、長さ50mmのLC充填カラムは高圧専用LC装置ではなく、従来型の汎用LC装置でも高速分析が可能なカ

ラムとして利用でき、分析時間の短縮が可能になりました。

・InertCap シリーズ

主に香料や天然物の成分分析に使用するガスクロマトグラフ用のポリエチレングリコール系(高極

性)カラムを開発しました。最新の内面処理技術により、従来の同系カラムより優れた高不活性度を実

現し、酸性や塩基性成分に対しても安定した分析が行えます。

・ライフサイエンス関連製品
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リン酸化ペプチドの濃縮・精製に使用する前処理用チタニア充填剤を製品化しました。ヒトの細胞

機能を解析する上でリン酸化タンパク質の同定はきわめて重要ですが、その成分濃度はきわめて低い

ため、質量分析計等にかける前に濃縮・精製には高度な前処理技術が要求されます。従来法での精製効

率は低く、決して満足できるものではありませんでしたが、本充填剤により分析時間の短縮と分析精度

の向上に成功しました。

② 装置関連の主要な研究開発成果には次のものがあります。

装置関連製品群につきましては、主力のガスクロマトグラフ、液体クロマトグラフの本体及び周辺装

置に加え、近年著しく需要が旺盛な前処理関連装置開発にも注力しており、今後も最新の機構を取り入

れた製品の販売を計画しております。

・大気濃縮導入装置(全自動キャニスター濃縮導入システム)

大気中の微量揮発性有機化合物分析用の前処理装置として販売しております、全自動キャニスター

濃縮導入システムは大気分析に必要な機能と高性能を実現した次世代キャニスターシステムとして内

容を一新いたしました。新開発のクライオフォーカス等の採用により、液体窒素の消費量を削減し、低

ランニングコストを実現しました。また、制御ソフトの改善、自己診断機能やログ管理システム等の機

能も搭載し使い易く改良しました。

・液体クロマトグラフ用分取ポンプ

混合物から特定成分を分離精製して純度の高い物質を取り出す要求は比較的多くありますので、市

場に合った送液ポンプの製品化を行いました。流量は40mL/min～150mL/minまでと流量範囲が広く、高

流量ポンプとしては耐圧が300kg/cm2と非常に高い製品であり、他社にない特徴を備えております。

・レーザー蛍光検出器(マイクロ、キャピラリー用)

微量成分を高感度に検出でき、しかもこれまでの他社商品より低価格の検出器を製品化しました。本

製品は成分にレーザー光を当てると、別の波長の光を発生する原理を応用した、選択性のある高感度検

出器です。電気泳動用の検出器や液体クロマトグラフ用の高感度検出器として利用できる製品です。
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(半導体事業)

(1) 概要

当事業の開発を担当する部門は、構成員６名(平成20年３月31日現在)からなる「技術開発部」であり、

当連結会計年度に支出した研究開発費の総額は、41百万円であります。

　

(2) 主な研究開発活動

① 新洗浄技術の開拓

半導体製造工程において使用される石英・セラミックス製品の再生を目的としたドライ洗浄技術を

導入(平成19年９月)、顧客評価でその有効性が確認され生産体制、販売体制も整ってきました。より幅

広くユーザーに本技術を利用していただくために、子会社テクノクオーツ株式会社のホームページに

も紹介し拡販に努めております。更にはドライ洗浄の基本技術をベースにした応用技術の開発を進め

ており、新たなマーケットニーズの掘り起こしに努めております。強固に製品表面に付着した成膜や熱

履歴により酸化した部材は従来廃棄処分されておりましたが、その表面に物理的処理を施して汚れを

除去する新しい技術を開発し、再生への道を開きました。本技術は、加工対象材料が石英、セラミックス

にのみならず金属を含めて多岐に亘っているため、半導体分野の外、液晶、太陽電池など今後の拡大が

期待される分野にも応用できます。環境面からも受け入れやすい技術であり、ドライ洗浄と合わせた総

合的な技術として展開して参ります。

② CVDイットリアコーティング共同プロジェクト

半導体製造工程で、プラズマプロセスにおけるウエーハ処理周辺パーツの長寿命化を図ることを目

的として、CVD装置によるイットリア酸化膜コーティング共同プロジェクト(地域創生コンソーシアム)

が一年間の基礎研究を終えました。

　第一段階の成果として耐プラズマ性消耗テストで本研究試料(石英母材へCVDイットリアコーティン

グ処理)は石英母材の50倍、他の材料(セラミックス等)の５倍長寿命であることが確認され大きな課題

をクリアーしました。本性能は、まだ研究初期段階(薄膜レベル)での結果であり、更に厚膜化により格

段の性能向上が図れると考えております。これまでの研究においてCVDコーティング膜厚の均一性も確

保されており、その他、膜特性も優れた結果であることから、半導体製造装置用の一部製品については

適用も可能と考え、デバイスメーカー及び製造装置メーカーに成膜製品を提供し、消耗度評価試験を受

けております。対象製品については今後数ヶ月の評価期間を経た後、生産移行となります。当プロジェ

クトが対象としているエッチャー装置用製品のボリュームに対し従来研究用設備の制約から対応可能

な製品が小径サイズ、小ロット品に限定された評価用サンプルを製作していましたが、当連結会計年度

中に大型減圧CVD装置が完成し、大型サイズの製品も対応可能になるなど応用範囲が広がりました。更

に将来の量産を前提とした生産用大型CVD装置もプロジェクトにおいて検討されております。300mmウ

エーハプロセスに遍く採用されるためには技術的課題として厚膜化、高純度化、種々形状への対応等が

必要となります。今後、参入への不可欠な条件となるこうした技術の開発を急ぎ、早期の評価・受注に

結び付けてゆく所存であります。
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(自動認識事業)

(1) 概要

当事業では、付加価値製品を積極的に市場投入することで企業成長していくことを当面の経営課題で

あると認識しております。当事業はファブレス体制のため、生産ラインは外注先へ依頼しております。

よって、従業員全体の約４割弱が開発員で構成しております。

なお、当連結会計年度の研究開発費の総額は、84百万円であります。

　

(2) 主な研究開発活動

① 入退室コントローラXRC100の改良

前連結会計年度から引き続き完成度をアップするために「入退室コントローラXRC100」の開発を進

めてまいりました。その結果、大学へのシステム導入を実現いたしました。より使いやすさを求めて現

場の意見やお客様の要望を基に更なる改良を重ねてまいりました。また、複数台の「入退室コントロー

ラXRC100」を監視し入退履歴を管理するプログラムソフトも充実度を増し完成いたしました。次連結

会計年度から販売の拡大を予定しております。

② コンパクト＆薄型リーダライタXR01シリーズ

建築用標準器材である１個用スイッチボックスサイズに取付け設置できるようコンパクトと薄型を

特徴としたNFC対応リーダライタNR01シリーズを発表いたしました。この建築用標準器材サイズに合わ

せたということは、オフィスビル・マンションなどへの取付け設置の場合、寸法間違いなく実施できる

よう配慮したものです。厚さ８mmに抑えた本製品はオフィスでは入室制限するフロアの扉に、マンショ

ンでは、鍵の代わりに携帯電話を翳して入室することも実現できるようになります。

③ リーダライタモジュールのラインナップ充実

FeliCaリーダライタモジュールは、通常のセキュリティ機能を備えた標準仕様に加え、社員認証、OA

機器の認証システム、重要書類の管理など、オフィス環境のセキュリティを統一形式で１本化し、簡易

かつ高度なセキュリティを確保したSSFC対応仕様を完成させ、ラインナップの充実を図りました。
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７ 【財政状態及び経営成績の分析】

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

　

(1) 経営方針

① 会社の経営の基本方針

当社は昭和43年の創立の際に、会社はどのような思想を持ち、実践していくかという、経営に対する

姿勢、理念を「創立の根本精神及び経営理念」に掲げました。

  その中で創立の目的は、「同一の思想を持ち、信頼し合う事のできる人間が集まって、何かの仕事を

通して、(極論すれば、それがどのような仕事、業種であってもよい) 経済的無から、一つの理想体(理想

企業体)を造り上げる事への挑戦」と唱っております。

  この「創立の根本精神及び経営理念」より、当社は「社会に対し社会性を充分発揮してその存在価

値を高め、社員個々の幸福を勝ち取り、企業の維持、発展をならしめること」を基本理念として、これま

で活動を続けてまいりました。

  そして、そこから得られた利益を会社、株主、社員、社会に公平に分配し、会社の事業内容を充実させ、

発展させることが、最大の社会性を意味すると考えております。

  この基本理念を実現していくために、当社では創立以来毎期、必要な人件費、経費(賃借料、減価償却

費等)、そして適切な利益(営業利益)を得る場合の売上を記載した付加価値経営計画や、社長を始め役

員全員の個人別の年収を株主、金融機関、社員に公表するなど情報の開示を実施してまいりました。こ

のようなオープンな経営姿勢に対する社員個々の意識の高まりが、互いの信頼感を強くし、個々の能力

を充分に活かすことで、計画達成という一つの目的に邁進することができたと確信しております。

  このように、「道は一つ、共に進もう」という当社のスローガンに沿った付加価値経営こそが躍進の

原動力であり、今後も成長の糧として継続してまいります。

② 目標とする経営指標

当社の付加価値経営計画の主体は経営理念にもありますように人であり、人(社員)を中心とした経

営計画によって組み立てられています。

そのため、目標とする経営指標は、まず人件費を基点とした付加価値を決定し、次にその付加価値を達

成するためにはどのくらいの売上高が必要かといった逆算のプロセスによるガイドラインと、市場状

況を勘案して設定しております。人(社員)を中心とした長期付加価値経営計画は人員削減や人件費の

削減など、リストラ等をしない終身雇用制を前提とした経営計画に基づいております。

　なお、最近の経済情勢や当社の経営環境を勘案して、経営指標の数値を次期の計画から見直しをしま

した。

　付加価値は六つの構成要素から成り立っておりますが、その経営指標につきましては、①人件費につ

きましてはこれまでの65.5％から65.0％へ、②福利厚生費は1.0％から0.7％へ、③金融費用は2.8％か

ら0.8％へ、④動産不動産賃借料は6.0％から3.4％へ、⑤減価償却費は5.6％から6.0％へ、⑥付加価値内

利益(営業利益－金融費用)は19.1％から24.1％とし、人件費と営業利益で付加価値の89.9％を占める

こととなります。

　また、その付加価値を生み出す売上高は三つで構成され、その経営指標につきましては①売上素材原

価も最近の原材料高騰により52.0％から55.0％へ、②付加価値合計は38.0％から36.5％へ、③その他一

般経費は10.0％から8.5％と変更しました。
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③ 中長期的な会社の経営戦略

当社グループは「経営の基本方針」にもありますように共通の「経営理念」のもとに、毎期５カ年

の長期付加価値経営計画を策定し、その実現に向けて諸戦略を展開しております。

　分析機器事業、半導体事業、自動認識事業といずれも最先端の技術を要しますので、研究開発に経営資

源の重点的投入を図ってまいります。

(分析機器事業)

　分析機器事業はメーカーとしての体質強化策として、毎期売上に占める自社製品の売上比率向上を営

業方針の柱として掲げており、当連結会計年度では国内における自社製品比率を63.4％と計画しまし

た。しかしながら、実績は自社装置、自社消耗品ともいずれも伸び悩み、その反面、高額な他社装置の販

売増により61.7％と計画に対し1.7ポイント届きませんでした。メーカーとして継続的に発展するため

には、市場のニーズを的確に把握し、迅速に製品開発すること、そして当社工場で生産した高品質の製

品をお客様へ提供し、自社製品比率を高めることにあります。このため、次連結会計年度は開発、工場、

営業が一丸となって自社製品重視の拡販活動に注力し、自社製品比率を69.6％と高い計画を立てまし

た。自社製品比率の大幅な改善をすることにより、売上総利益率も次連結会計年度は34.9％と計画して

おります。

　また、成熟しつつある分析機器事業の国内市場での業績を補うためには、中国を始め今後の躍進が期

待されるアジアを中心とした海外市場に更なる販路の拡充を図っていくことが、営業戦略上不可欠と

考えております。

(半導体関連事業)

　半導体関連事業は、本格化した300mmウエーハラインの設備投資及び半導体集積回路の微細化、高集積

化の伸展に伴い、製造プロセスにおける汚染防止とクリーン化を進めるとともに、大型火加工製品に対

する加工技術の確立と拡販を目指してまいります。

　中国杭州市の子会社は精密加工技術の習得が進み、国内工場にほぼ匹敵する技術水準にまで達しまし

た。今後は本格的な量産体制を確立した半導体製造用石英製品の工場として、コスト優位性を発揮でき

るものと期待しております。これにより、高付加価値製品を国内工場に特化し、低コスト量産品を中国

工場で生産する振り分けを強力に推し進めてまいります。

　また、環境マネジメントシステムISO14001及び品質マネジメントシステムISO9001の維持、管理を行

い、品質の安定、環境への配慮という実質効果のある活動を継続してまいります。

　中長期の重点施策としましては利益に直結する原価低減、経費削減への取り組み、製・販共同による

売上拡大策を推進し、業績の回復を目指してまいります。

(自動認識事業)

　自動認識事業の柱には入退室管理システム部門とデバイス部門の二つがありますが、最近ではデバイ

ス部門の開発を優先し、各種非接触ICカードを読み書きするリードライトデバイスの開発及び製品化

に力を注ぎ、業績を伸ばし市場を広げてきました。

　しかし、入退室管理システム部門についてはモデルチェンジなどの製品開発が遅れ、新製品を発表す

ることができませんでした。このため、当連結会計年度は開発要員の補強を行い、あらゆる通信規格の

カードにも対応する入退室コントローラ「XRC100」を開発しました。

今後はこの「XRC100」の拡販のために様々なアプリケーションの充実を図り、入退室管理システムの

市場への本格的な事業展開により、売上比率をデバイス部門まで引き上げていくことが必要であると
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考えております。

　

(2) 財政状態の分析

① 資産の状況

当連結会計年度末の流動資産は売掛債権の減少やたな卸資産の減少などにより13,685百万円(前連

結会計年度末比215百万円減)となりました。

固定資産は有形固定資産の取得による増加や投資有価証券の評価による減少などにより9,703百万

円(前連結会計年度末比405百万円減)となりました。

その結果、資産合計では23,389百万円(前連結会計年度末比620百万円減)となりました。

② 負債の状況

当連結会計年度末の流動負債は支払手形及び買掛金の減少などにより5,437百万円(前連結会計年度

末比503百万円減)となりました。

固定負債は役員退職金引当金の減少などにより2,224百万円(前連結会計年度末比90百万円減)とな

りました。

その結果、負債合計では7,661百万円(前連結会計年度末比594百万円減)となりました。

③ 純資産の状況

当連結会計年度末の純資産合計は利益剰余金の増加やその他有価証券評価差額金の減少などにより

15,727百万円(前連結会計年度末比25百万円減)となりました。

自己資本比率は58.5％となりました。

　

(3) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

当連結会計年度における資本の財源及び資金の流動性についての分析につきましては、第２「事業の

状況」の１「業績等の概要」の(2)「キャッシュ・フローの状況」に記載のとおりであります。

　

(4) 経営成績の分析

(分析機器事業)

分析機器業界は水中・大気中の汚染物質、食品中の残留農薬(ポジティブリスト制)、生態系に悪影響

を及ぼす環境ホルモン、建材や家具などから発生する有機物質によるシックハウス問題や、焼却炉から

排出されるダイオキシン等の対策として、今日まで汚染物質の規制強化がなされてきました。しかし、

それらの環境規制もほぼ一段落したことにより、特需的な受注が減少し、当事業においても大変厳しい

年度となり、中間決算においては下方修正をせざるをえませんでした。

このほか、売上不振の要因としては次のことがありました。 

１.環境関連ユーザーの低迷、特に水質分析用更新需要が一段落したこと 

２.官公庁、大手ユーザーの予算削減や引締め 

３.市場が小さくなり競争が激化 

４.新製品開発の遅れ 

等が挙げられます。 
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また、利益低減の要因としては次のことが挙げられます。 

１.売上高に占める自社製品比率の減少及び自社製品売上の大幅な低下による売上総利益率の低下 

２.資材、商品仕入の高騰を販売価格に転嫁しきれなかった事 

３.販売費及び一般管理費など経費の上昇による営業利益の低下、 

(少子化対策として子供１人に対して１万円/月(従来は４千円)、出産時１人10万円の祝い金の支給) 

４.総合カタログ(３年に一度)の発行 

等によります。

今後、いかに成長していくかは現製品の受注を待っているだけではなく、顧客に購買意欲を駆り立て

るような魅力ある製品を開発することが急務であります。当事業においては基礎研究的なことに使う

資金はありません。常に短・中期的な現実味のある製品開発こそが技術開発部に与えられた宿命であ

り、当事業の隆盛は新製品をいかに生むかに掛かっております。そのためには技術開発部のみならず、

営業本部、生産本部が一致団結して、その実現に向かって邁進することが必要です。

これにより、当社における当連結会計年度の分析機器事業の付加価値の実績は、人件費が増加し、付

加価値内利益が経営指標の19.1％を下回ったため、六つの構成要素は①人件費69.2％、②福利厚生費

0.9％、③金融費用0.7％、④動産不動産賃借料3.7％、⑤減価償却費7.4％、⑥付加価値内利益(営業利益

－金融費用)18.1％となりました。また、その付加価値を生み出す売上高は三つで構成され、①売上素材

原価58.2％、②付加価値合計33.3％、③その他一般経費8.5％でした。 

　

(半導体事業)

半導体事業の業績はやっと利益を確保する状態でした。その原因の一つは半導体事業の連結売上高

自体は悪くはないのですが、売上総利益率が19.0％と極端に悪かったことです。これにより営業利益率

は1.1％でした。メーカーであれば、売上総利益率は最低でも25.0％は確保しなければなりません。半導

体市場は競争が激しく安売りを余儀なくされている点が大きな理由ですが、それに対応するコストダ

ウンの知恵不足があると思えます。 

原因の二つ目は製造要員の過多であります。極論すれば二人でできる仕事を三人がかりでやってい

る。ここにメスを入れなければ解決しません。非常に難しい問題ですが、ここまで放置した責任は重い

ものがあります。人員を減らさず健全な経営状態に戻すには、もっと製品コストを下げる(造り方)方法

を見出し、競合他社との製品の差別化を図ることと、生産量を増やして稼働率を上げることです。その

ためには営業部隊も、もっともっと積極的な営業活動を取らなければなりません。 

現在大きな受注に結びつく話がいくつかあり、相手側と詰めているところです。実現すれば次連結会

計年度は急激に業績が回復すると思われますが、油断は禁物です。しっかりと気を引き締めて、計画し

た方針を着実に実行することが大事なことです。 

これにより当連結会計年度の半導体事業の付加価値の実績は、付加価値内利益が前連結会計年度

4.9％から当連結会計年度期は0.3％と悪化し、経営指標の22.5％には遠く及びませんでした。六つの付

加価値の実績は①人件費78.1％、②福利厚生費1.7％、③金融費用2.3％、④動産不動産賃借料3.8％、⑤

減価償却費13.8％、⑥付加価値内利益(営業利益－金融費用)0.3％となりました。また、付加価値を生み

出す売上高は①売上素材原価51.0％、②付加価値合計33.3％、③その他一般経費15.7％でした。 
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(自動認識事業)

当連結会計年度の売上は814百万円(前連結会計年度比21.4％増)、営業利益は93百万円(同45.4％増)

と前連結会計年度に引き続き業績を伸ばすことができた１年でした。 

１.システム部門について 

当連結会計年度は某大学向け「XRC100シリーズ」入退室管理システム、某銀行電算センター向け

「Janitorシリーズ」入退室管理システム等、大型８案件を受注し、短期間に納品し、売上計画を達成す

ることができました。 

特に「Janitorシリーズ」入退室管理システムについては、各協力会社では営業の専門部署を設けるな

ど、今後の拡販戦略に期待がもてるようになりました。 

２.デバイス部門について 

当連結会計年度は基板の安定継続取引先からの受注が期待したレベルに届きませんでした。特にこ

れといった原因は見当たらず、次連結会計年度の見込みではまずまずの数字が報告されておりますの

で、当連結会計年度は在庫の関係から生産調整をしたのではないかと思われます。 

　また、居室用電子錠hitag基板やアーケードゲーム用mifare基板などいくつかの案件が次連結会計年

度へ先送りとなり、業績に影響を与えました。 

　高付加価値製品群と位置付けた「防滴型壁付けリーダ」は売上が伸び、下期では「XRC100」、「１個

用スイッチボックス埋め込み型壁付けリーダ」、「LAN対応卓上リーダ」も加わり、基板系、タグ関係の

低迷をカバーしました。 
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当社及び連結子会社は、長期的に成長が期待できる製品分野及び研究開発分野に重点を置き、併せて省力

化、合理化及び製品の信頼性向上のための設備投資を継続的に実施しております。

　

当連結会計年度の設備投資の総額は1,074百万円であり、事業の種類別セグメントの設備投資について示

すと、次のとおりであります。

　

(分析機器事業)

当連結会計年度の主な設備投資は、福島工場の隣接地に生産設備の増強のための土地取得費、総合技術

本部の一部建物老朽化により建設した総合技術センター東棟に対する投資を中心とする総額909百万円

であります。

　

(半導体事業)

当連結会計年度の主な設備投資は、旧型設備の買換え及び生産設備増強を中心とする総額106百万円で

あります。

　

(自動認識事業)

当連結会計年度の主な設備投資は、量産のための初期投資費用を中心とする総額58百万円であります。

　

なお、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はありません。また、設備投資には無形固定資産

及び長期前払費用を含んでおります。
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２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

(平成20年３月31日現在)

事業所名
(所在地)

事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の内容

帳簿価額(千円)
従業
員数
(名)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

本社
(東京都新宿区)

分析機器事
業

全社的管理及び
販売業務施設

241,440
 

―
401,333
(226.26)

4,479647,252
70

 〔1〕

福島工場
(福島県福島市)

分析機器事
業

分析機器装置及び
消耗品等製造設備

310,028243,749
815,151

(52,613.35)
59,4631,428,391

121
〔37〕

総合技術本部
(埼玉県入間市)

分析機器事
業

分析機器設備
研究開発設備
特注機器製造設備

661,9163,079
750,989

(10,356.47)
213,2541,629,238

85
 〔3〕

大阪支店
(大阪市北区)

分析機器事
業

販売業務施設 277,266 ―
111,208
(312.22)

14,482402,95628

自動認識事業本部
(東京都台東区)

自動認識事
業

非接触ICカード及
び周辺機器の製造
設備

853 19,627 ― 5,09025,57029

(注) １　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２　帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品であり、建設仮勘定は含んでおりません。

３　従業員数の〔外書〕は、臨時従業員数を外書しております。

４　臨時従業員数は、パートタイマー従業員であり、派遣社員を除いております。

　

(2) 国内子会社

(平成20年３月31日現在)

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種
類別セグ
メントの
名称

設備の内容

帳簿価額(千円) 従業
員数
(名)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

テクノ
クオー
ツ株式
会社

本社
・東京営業所
(東京都新宿区)

半導体
事業

全社的管理
業務施設
販売業務
営業統括施設

4,015 ― ― 491 4,50618

蔵王南工場
(山形県山形市)

半導体
事業

石英ガラス
製品生産設備

722,641214,518
494,877

(19,834.72)
11,8201,443,857

70
 〔6〕

蔵王工場
(山形県山形市)

半導体
事業

石英ガラス
製品生産設備

481,566156,777
418,458

(22,243.37)
22,0711,078,874

117
 〔4〕

山形工場
(山形県山形市)

半導体
事業

石英ガラス
製品生産設備

92,62924,655
155,533

(5,512.06)
186 273,005

3
 〔2〕

(注) １　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２　帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品であり、建設仮勘定は含んでおりません。

３　従業員数の〔外書〕は、臨時従業員数を外書しております。

４　臨時従業員数は、パートタイマー従業員であり、派遣社員を除いております。

　

(3) 在外子会社

　(平成20年３月31日現在)

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額(千円) 従業
員数
(名)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

その他 合計

杭州泰谷諾石英

有限公司

中国工場
(中国浙江省)

半導体事業
石英ガラス
製品生産設備

333,9301,000,61419,3361,353,881145

(注) １　帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品であり、建設仮勘定は含んでおりません。

２　従業員数には臨時従業員は含んでおりません。

３　上記帳簿価額及び従業員数は、在外子会社の決算日12月31日に基づいて記載しております。
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３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

特記すべき事項はありません。

　

(2) 重要な設備の除却等

経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 22,380,000

計 22,380,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成20年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年６月26日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 5,595,000 5,595,000
東京証券取引所
(市場第二部)

完全議決権株式であり、株主
としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式

計 5,595,000 5,595,000― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額

(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成17年３月２日
(注１)

200,0005,535,000128,4001,169,275128,3721,712,707

平成17年３月23日
(注２)

60,0005,595,00038,5201,207,79538,5111,751,219

(注) １　一般募集発行価格1,369円、発行価額1,283.86円、資本組入額642円

２　第三者割当発行価額1,283.86円、資本組入額642円

　　割当先　新光証券株式会社
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(5) 【所有者別状況】

平成20年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

─ 16 15 42 14 2 1,3201,409 ―

所有株式数
(単元)

─ 9,9271,7639,0695,774 16 29,39555,944 600

所有株式数
の割合(％)

─ 17.74 3.15 16.2110.32 0.03 52.54100.00 ―

(注) １　自己株式53,131株は「個人その他」に531単元、「単元未満株式の状況」に31株含まれております。なお、自己

株式は株主名簿上の株式数であり、期末日現在の実質的な所有株式数と同一であります。

２　上記「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が１単元含まれております。

　

(6) 【大株主の状況】

平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

ジーエルサイエンス従業員持株会 東京都新宿区西新宿六丁目22番１号 610 10.92

ゴールドマン・サックス・インター
ナショナル(常任代理人 ゴールドマ
ン・サックス証券株式会社)

133 Fleet Street London EC4A 2BB,U.K
(東京都港区六本木六丁目10番１号)

302 5.40

株式会社島津製作所 京都府京都市中京区西ノ京桑原町一番地 290 5.18

森　憲　司 東京都杉並区 250 4.48

株式会社三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 249 4.45

株式会社山口銀行
(常任代理人 資産管理サービス信託
銀行株式会社)

山口県下関市竹崎町四丁目２番36号
(東京都中央区晴海一丁目８番12号)

248 4.43

山　本　昭　一 福岡県北九州市 213 3.82

東京中小企業投資育成株式会社 東京都渋谷区渋谷三丁目29番22号 212 3.80

財団法人世界自然保護基金ジャパン 東京都港区芝三丁目１番14号 200 3.57

株式会社みなと銀行
兵庫県神戸市中央区三宮町二丁目１番１
号

182 3.25

計 ― 2,759 49.32
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式   53,100

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式5,541,30055,413 ―

単元未満株式 普通株式　    600 ― ―

発行済株式総数 5,595,000 ― ―

総株主の議決権 ― 55,413 ―

(注) １　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式31株が含まれております。

２　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が100株(議決権１個)含まれて

おります。

　

② 【自己株式等】

平成20年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
ジーエルサイエンス
株式会社

東京都新宿区西新宿
六丁目22番１号

53,100─ 53,100 0.95

計 ― 53,100─ 53,100 0.95

　

(8) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】

　
【株式の種類等】 会社法第155条第３号及び会社法第155条第７号による普通株式の取得

　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

　

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

取締役会(平成19年11月14日)での決議状況
(取得期間平成19年11月15日～平成19年12月28日)

50,000 100,000

当事業年度前における取得自己株式 ― ―

当事業年度における取得自己株式 35,600 57,360

残存決議株式の総数及び価額の総額 14,400 42,640

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 28.8 42.6

当期間における取得自己株式 ― ―

提出日現在の未行使割合(％) 28.8 42.6

　

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

取締役会(平成19年12月28日)での決議状況
(取得期間平成20年１月４日～平成20年１月31日)

15,000 30,000

当事業年度前における取得自己株式 ― ―

当事業年度における取得自己株式 15,000 23,828

残存決議株式の総数及び価額の総額 ― 6,172

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) ― 20.5

当期間における取得自己株式 ― ―

提出日現在の未行使割合(％) ― 20.5

　

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

取締役会(平成20年５月15日)での決議状況
(取得期間平成20年５月16日～平成20年６月30日)

50,000 100,000

当事業年度前における取得自己株式 ― ―

当事業年度における取得自己株式 ― ―

残存決議株式の総数及び価額の総額 ― ―

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) ― ―

当期間における取得自己株式 8,400 13,902

提出日現在の未行使割合(％) 83.2 86.0

(注)  当期間における取得自己株式には、平成20年６月１日から有価証券報告書提出日までの取締役会決議に基づく取

得による株式数は含まれておりません。
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(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

なお、平成20年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りによる株式数は含ま

れておりません。

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他 ― ― ― ―

保有自己株式数 53,131 ― 61,531 ―

(注)　当期間における保有自己株式数には、平成20年６月１日から有価証券報告書提出日までの取締役会決議に基づく

取得による株式数及び単元未満株式の買取りによる株式数は含まれておりません。

　

３ 【配当政策】

当社の配当に関する基本方針は、創立以来、経営理念の中で「利益は、会社、株主、社員、社会に公平に分配

する」と唱っており、株主の皆様にも積極的、継続的に還元を行うように考えております。

　また会社の維持、発展のため、一部を社内留保することは極めて重要なことであり、会社の内容を充実させ

ることは最大の社会性を意味すると考えております。

このような観点から利益配分につきましては、今後の事業拡大に向けた内部資金の確保と株主各位への長

期にわたる安定的な配当を念頭に、財政状態、利益水準、配当性向などを総合的に勘案して実施することと

しております。

　上記の方針に基づき、当事業年度におきましては、１株当たり45円の配当を実施いたしました。　平成18年

５月１日より会社法が施行されたことにより、年間の配当回数制限が撤廃され、また、当社は定款にて中間

配当をすることができる旨を定めておりますが、期末日を基準とした年１回の配当回数を継続し、現在のと

ころ変更の予定はありません。

なお、配当の決定機関は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。

　

(注)　基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決済年月日
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

平成20年６月25日
定時株主総会決議

249 45
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４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第37期 第38期 第39期 第40期 第41期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高(円) 1,700 1,780 2,810 2,590 2,390

最低(円) 750 1,406 1,430 2,055 1,463

(注)　最高・最低株価は、平成16年12月12日までは日本証券業協会におけるものであり、平成16年12月13日以降は株式会

社ジャスダック証券取引所におけるものであります。なお、平成17年３月３日より株式会社東京証券取引所市場

第二部に上場し、株式会社ジャスダック証券取引所については、平成17年４月23日に上場廃止となったため、それ

以降の株価は株式会社東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別 平成19年10月 11月 12月 平成20年１月 ２月 ３月

最高(円) 2,070 1,790 1,690 1,610 1,770 1,630

最低(円) 1,799 1,500 1,570 1,524 1,463 1,510

(注)　最高・最低株価は、株式会社東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

　

EDINET提出書類

ジーエルサイエンス株式会社(E02320)

有価証券報告書

 35/105



５ 【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役社長
代表取締役

森　　　憲　司 昭和９年５月15日生

昭和43年２月 ガスクロ工業株式会社(現ジーエ

ルサイエンス株式会社)設立

取締役社長就任(現任)

(注)２ 250

昭和51年10月 株式会社ガスクロ・ヤマガタ(現

テクノクオーツ株式会社)設立

代表取締役社長

平成14年12月 杭州泰谷諾石英有限公司

董事長(現任)

平成16年６月 テクノクオーツ株式会社

取締役会長(現任)

常務取締役

総合技術本

部長

兼技術開発

部長

外　丸　勝　彦 昭和19年８月25日生

昭和43年３月 当社入社

(注)２ 62

平成５年４月 福島工場長

平成12年６月 取締役

平成14年６月 常務取締役就任(現任)

生産本部長兼福島工場長兼武蔵工

場長

平成15年６月 生産本部長兼福島工場長兼武蔵工

場長兼技術開発部長

平成17年４月 生産本部長兼福島工場長兼武蔵工

場長兼技術開発担当

平成18年４月 技術開発担当

平成18年10月

平成20年４月

総合技術本部長兼応用技術部長

総合技術本部長兼技術開発部長就

任(現任)

取締役
管理本部長
兼総務部長

高　橋　良　彰 昭和23年１月６日生

平成14年９月 ダイヤモンドコンピューターサー

ビス株式会社退職

(注)２ ４
平成14年10月 当社入社　総務部付顧問

平成15年６月 取締役総務部長

平成19年４月 取締役管理本部長兼総務部長就任

(現任)

取締役

営業本部長

兼ライフサ

イエンス特

販部長

大　場　春　祥 昭和24年２月４日生

昭和47年11月 当社入社

(注)２ 16

平成11年４月 営業部部長

平成14年４月 営業本部副本部長

平成17年４月 執行役員営業本部副本部長

平成17年６月 取締役営業本部副本部長

平成19年６月

平成20年４月

取締役営業本部長

取締役営業本部長兼ライフサイエ

ンス特販部長就任(現任)

取締役

生産本部長

兼福島工場

長

根　生　辰　男 昭和27年３月11日生

昭和49年９月 当社入社

(注)２ 34

平成14年４月 販売推進部部長

平成17年４月 執行役員販売推進部部長

平成19年６月

平成19年11月

取締役生産本部長

取締役生産本部長兼福島工場長就

任(現任)

常勤監査役 永　井　　　博 昭和12年４月16日生
平成12年４月 千歳興産株式会社退職

(注)３ ３
平成12年６月 当社常勤監査役就任(現任)

監査役 田　村　紀　彦 昭和15年７月９日生
平成３年４月 田村会計事務所開業(現任)

(注)３ ５
平成３年６月 当社監査役就任(現任)

監査役 加　藤　靖　正 昭和18年４月25日生

昭和58年９月 経営アドバイザオフィス株式会社

設立代表取締役就任(現任) (注)３ ０

平成６年６月 当社監査役就任(現任)

計 377

　 (注) １　監査役は３名とも、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。
２　取締役の任期は、平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年３月期に係る定時株主総会終結の
時までであります。

３　監査役の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成23年３月期に係る定時株主総会終結の
時までであります。

４　当社では、組織の活性化を図るため執行役員制度を導入しております。
　　執行役員は、応用技術部長 古野 正浩、営業副本部長兼海外部長兼海外法人管理部長 川辺 隆義、自動認識事業
本部長兼技術部長 藤本 敢、経理部長 橋詰 博文 以上４名であります。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】

当社は、経営管理機能の充実を図ることを重要な経営課題のひとつとして位置付けております。

当社の「経営理念」において、「経営トップは私欲に負けず(公私混同をしない)、常に組織(企業)の利益

を第一に考え、行動し、利益は株主、社員、社会(主として税金)に公平に分配する。」と、経営トップの倫理観

を第一義に取り上げ、また、「企業を信頼し、投資してくれた株主に感謝し、その資本を有効に使用させて貰

い、責任を持ってその期待にこたえること」と株主重視の経営を明確にしております。

このような基本認識とコンプライアンスの重要性の認識をコーポレート・ガバナンスの基本的な考え方

として、株主を重視しつつ社会的信頼に答えるため、以下の取り組みを行っております。

　

(1) 会社の機関の内容及び内部統制システム、リスク管理体制の整備の状況

① 会社の機関の内容

当社の取締役は６名以内とし、取締役の選任決議は、株主総会において議決権を行使することができ

る株主の決議権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款で

定めております。

取締役会は５名の取締役で構成されております。また、迅速で的確な経営の意思決定と業務遂行責任

の明確化に資する機動的な経営体制とするため、取締役の任期は１年としております。

さらに当社は、平成17年４月より組織の活性化を図るため執行役員制度を導入しました。取締役会に

おける業務執行状況報告のあり方を見直し、これまでの取締役が概括的に業務執行状況を報告する方

法から、執行役員が担当する業務の執行状況について取締役会で報告する方法に改めました。これによ

り、取締役会は業務執行状況についてより詳細な報告を受けることとなり、取締役会は経営全般の意思

決定、監督機能の強化、執行役員は担当する事業部門に関するスピード経営の実践と業務執行力の強化

を図ることが可能となります。

② 内部統制システムの整備の状況

監査役会は常勤監査役１名、非常勤監査役２名の３名体制で構成され、全員が社外監査役でありま

す。非常勤監査役は公認会計士、経営コンサルタント等であり、監査役会規則に従い、独立の機関として

客観的な視点から定期的かつ必要に応じて監査を実施しております。監査役の具体的な監査の方法と

しては、すべての取締役会その他重要な会議への出席と意見陳述、重要な決裁書類等の閲覧、本社ス

タッフ部門又は子会社の業務遂行状況の聴取などであり、経営監視の機能の強化・向上を図っており

ます。

また、会計監査人と定期的に意見交換の場をもち、会計監査人との間で会計監査に関する状況につい

て意見・情報交換を実施することによって効率的な監査を実施するとともに、監査結果に関する相当

性の把握に努めております。

内部監査室も社長直轄として機能させており、年間計画を策定し、主要な事業所へ往査し、その結果

を取締役会へ報告するとともに、業務改善に努めさせることなどによって、内部牽制機能の充実も図っ

ております。

内部監査室と監査役会との連携状況としては、内部監査室は監査計画や個別監査に関する監査結果

の内容につき監査役会に逐次報告し、監査役会はそれらの報告や意見も参考にして、内部統制システム

の整備・運用状況の把握に努めております。

このほか、更なる経営の透明性とコンプライアンス経営の強化に向けて法律事務所と顧問契約を結

んでおり、日常発生する法律問題全般に関して助言と指導が受けられる体制を設けております。

③ リスク管理体制の整備の状況

リスク管理体制の整備・運用は、内部統制システムの整備・運用と一体と考えており、取締役会及び
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監査役会、内部監査室、会計監査人等のチェック体制を厳格、適切に運用することにより、リスクを未然

に防止することが可能であると考えております。

　

当社のコーポレート・ガバナンス体制図

　

(2) 役員報酬の内容

取締役の年間報酬総額 106百万円

監査役の年間報酬総額 16百万円

　

(3) 監査報酬の内容

① 監査報酬

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 21百万円

上記以外の業務に基づく報酬
(財務報告に係る内部統制に関する指導・助言業務)

5百万円

② 会計監査の状況

業務を執行した

公認会計士の氏名
所属する監査法人名 監査業務に係る補助者の構成

渡邉　宣昭
あずさ監査法人

公認会計士 ２名

斎藤　昇 その他 ５名

(注)　その他は、会計士補、公認会計士試験合格者、

システム監査担当者であります。
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(4) 社外取締役及び社外監査役と提出会社との関係

社外取締役はおりません。

社外監査役３名につきましては、人的関係、資本的関係、取引関係、その他の利害関係はありません。

　

(5) 会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取り組みの最近１年間における実施状況

① 当事業年度において取締役会を30回開催し、重要な業務執行の決定や経営の重要事項についての審議

を行いました。

② 監査役会は14回開催され監査方針、監査計画等を決定し、取締役社長との定期的打合せ会を２回実施

いたしました。また、監査役と内部監査室が単独又は連携して、当社及び連結子会社に対し業務監査を

実施いたしました。

③ 企業情報の開示については投資家への情報提供と広報活動の重要性から、社長を中心とした決算説明

会や投資家向けの企業説明会を実施するほか、当社ホームページにおける各種情報の公開などを通じ

て経営情報の迅速かつ、正確な開示に積極的に取り組みました。

　　そのほか、株主への情報開示につきましては、株式公開以来、株主総会招集通知のほかに、当社の経営内

容をより深く理解していただくために、社長の経営方針や各部門の報告を含めた当社独自の経営資料

を毎期直接株主へ郵送することにより、経営の説明責任の履行と経営の透明性向上に努めております。

　

(6) その他当社定款規定について

当社は、株主への機動的な利益還元を行うことを目的として、取締役会の決議により、毎年９月30日

の株主名簿に記載又は記録された株主又は登録株式質権者に対し、会社法第454条第５項に定める剰余

金の分配(中間配当金)を行うことができる旨定款に定めております。

自己株式の取得については、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議をもって市場取引

等により自己株式を取得することができる旨定款に定めております。これは、資本政策の機動的な遂行

を目的とするものであります。

会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、定款に別段の定めがある場合を除

き、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の

３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩

和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであります。
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号。以下、「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則に

基づき、当連結会計年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規則に

基づいて作成しております。

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。

以下、「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づき、

当事業年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成

しております。

　

２　監査証明について

当社は、前連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)及び前事業年度(平成18年４月１

日から平成19年３月31日まで)は証券取引法第193条の２の規定に基づき、また当連結会計年度(平成19年４

月１日から平成20年３月31日まで)及び当事業年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は金融

商品取引法第193の２第１項の規定に基づき、それぞれ連結財務諸表並びに財務諸表について、あずさ監査

法人により監査を受けております。

　

EDINET提出書類

ジーエルサイエンス株式会社(E02320)

有価証券報告書

 40/105



１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

① 【連結貸借対照表】

前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 2,522,481 2,805,071

　２　受取手形及び売掛金
※
2,6,7

6,624,158 6,336,327

　３　有価証券 ― 100,000

　４　たな卸資産 4,376,427 4,104,432

　５　繰延税金資産 185,981 245,058

　６　その他 197,373 105,854

　　　貸倒引当金 △5,511 △10,876

　　　流動資産合計 13,900,91057.9 13,685,86758.5

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産

　　(1)　建物及び構築物 ※２ 5,745,472 5,994,000

　　　　 減価償却累計額 2,701,0673,044,404 2,861,2493,132,750

　　(2)　機械装置及び運搬具 3,950,052 4,129,501

　　　　 減価償却累計額 2,199,4711,750,580 2,467,3541,662,147

　　(3)　土地
※
1,2,3

2,792,543 3,155,879

　　(4)　建設仮勘定 1,050 13,198

　　(5)　その他 1,730,906 1,791,854

　　　　 減価償却累計額 1,330,845400,061 1,426,162365,692

　　　有形固定資産合計 7,988,63933.3 8,329,66735.6

　２　無形固定資産 104,8230.4 112,9230.5

　３　投資その他の資産

　　(1)　投資有価証券 ※2,4 1,198,158 759,897

　　(2)　その他 ※４ 917,626 608,645

　　　貸倒引当金 △100,465 △107,607

　　　投資その他の資産合計 2,015,3198.4 1,260,9355.4

　　　固定資産合計 10,108,78242.1 9,703,52641.5

　　　資産合計 24,009,693100 23,389,393100
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　 前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　支払手形及び買掛金 ※６ 2,886,500 2,412,086

　２　短期借入金 ※2,5 1,813,344 2,042,444

　３　未払法人税等 297,807 168,294

　４　未払消費税等 27,905 33,207

　５　賞与引当金 368,922 368,712

　６　役員賞与引当金 18,880 ―

　７　その他 ※６ 527,875 412,755

　　　流動負債合計 5,941,23424.8 5,437,50023.3

Ⅱ　固定負債

　１　長期借入金 ※2,5 1,648,436 1,665,498

　２　再評価に係る
　　　繰延税金負債

※１ 128,933 128,933

　３　退職給付引当金 86,336 27,427

　４　役員退職金引当金 342,818 237,716

　５　繰延税金負債 95,913 58,305

　６　その他 12,421 106,344

　　　固定負債合計 2,314,8589.6 2,224,2259.5

　　　負債合計 8,256,09334.4 7,661,72632.8

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 1,207,795 1,207,795

　２　資本剰余金 1,819,711 1,819,711

　３　利益剰余金 10,681,059 11,001,485

　４　自己株式 △2,526 △83,714

　　　株主資本合計 13,706,03957.1 13,945,27759.6

Ⅱ　評価・換算差額等

　１　その他有価証券評価
　　　差額金

194,672 16,620

　２　繰延ヘッジ損益 56,933 △19,013

　３　土地再評価差額金 ※１ △346,316 △346,316

　４　為替換算調整勘定 79,029 90,312

　　　評価・換算差額等合計 △15,681△0.1 △258,397△1.1

Ⅲ　少数株主持分 2,063,2418.6 2,040,7878.7

　　　純資産合計 15,753,60065.6 15,727,66767.2

　　　負債純資産合計 24,009,693100 23,389,393100
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② 【連結損益計算書】

前連結会計年度
(平成18年４月１日から
　平成19年３月31日まで)

当連結会計年度
(平成19年４月１日から
　平成20年３月31日まで)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 18,975,347100 18,537,390100

Ⅱ　売上原価 ※１ 13,109,08969.1 12,945,28969.8

　　　売上総利益 5,866,25830.9 5,592,10130.2

Ⅲ　販売費及び一般管理費

　１　給料手当 1,320,815 1,355,704

　２　賞与引当金繰入額 174,268 176,138

　３　役員賞与引当金繰入額 18,880 ―

　４　貸倒引当金繰入額 ― 12,487

　５　退職給付引当金繰入額 6,552 6,067

　６　役員退職金引当金繰入額 24,747 16,860

　７　試験研究費 ※１ 657,240 655,985

　８　その他 2,361,9194,564,42524.02,405,8964,629,14125.0

　　　営業利益 1,301,8336.9 962,9605.2

Ⅳ　営業外収益

　１　受取利息 6,089 11,577

　２　受取配当金 16,346 22,188

　３　負ののれん償却額 946 ―

　４　為替差益 44,635 12,413

　５　為替予約評価益 54,274 ―

　６　保険金収入 ― 30,457

　７　受取分配金 ― 13,507

　８　その他 75,715198,0071.0 33,076123,2210.7

Ⅴ　営業外費用

　１　支払利息 45,818 65,486

　２　たな卸資産廃棄損 14,131 89,911

　３　たな卸資産評価損 32,376 68,034

　４　為替予約評価損 ― 138,408

　５　持分法投資損失 ― 7,962

　６　その他 23,909116,2350.6 17,774387,5772.1

　　　経常利益 1,383,6057.3 698,6033.8
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　 前連結会計年度
(平成18年４月１日から
　平成19年３月31日まで)

当連結会計年度
(平成19年４月１日から
　平成20年３月31日まで)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅵ　特別利益

　１　固定資産売却益 ※２ 1,491 342

　２　投資有価証券売却益 43,232 70,289

　３　貸倒引当金戻入益 6,024 ―

　４　企業立地助成金受入益 ― 50,7470.3 174,960245,5911.3

Ⅶ　特別損失

　１　固定資産売却損 ※３ 4,763 ―

　２　固定資産除却損 ※４ 11,183 26,331

　３　仕掛品評価損 53,660 ―

　４　投資有価証券売却損 2,450 ―

　５　割増退職金 12,237 ―

　６　役員退職慰労金 ― 84,2960.5 40,000 66,3310.4

　　　税金等調整前当期純利益 1,350,0567.1 877,8644.7

　　　法人税、住民税及び
　　　事業税

494,247 216,953

　　　法人税等調整額 305,454799,7014.2 80,753297,7061.6

　　　少数株主利益又は
　　　少数株主損失(△)

△41,721△0.2 8,0710.0

　　　当期純利益 592,0773.1 572,0873.1
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③ 【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(千円) 1,207,7951,819,71110,358,671 △2,526 13,383,651

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当 △251,661 △251,661

　役員賞与 △18,880 △18,880

　土地再評価差額金取崩額 852 852

　当期純利益 592,077 592,077

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計
(千円)

― ― 322,388 ― 322,388

平成19年３月31日残高(千円) 1,207,7951,819,71110,681,059 △2,526 13,706,039

　

評価・換算差額等

少数株主
持分

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) 275,070 ― △345,46482,32611,9322,074,06115,469,646

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当 △251,661

　役員賞与 △18,880

　土地再評価差額金取崩額 852

　当期純利益 592,077

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

△80,39856,933△852 △3,297△27,614△10,819△38,434

連結会計年度中の変動額合計
(千円)

△80,39856,933△852 △3,297△27,614△10,819283,954

平成19年３月31日残高(千円) 194,67256,933△346,31679,029△15,6812,063,24115,753,600
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高(千円) 1,207,7951,819,71110,681,059 △2,526 13,706,039

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当 △251,661 △251,661

　当期純利益 572,087 572,087

　自己株式の取得 △81,188 △81,188

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計
(千円)

― ― 320,425 △81,188 239,237

平成20年３月31日残高(千円) 1,207,7951,819,71111,001,485△83,714 13,945,277

　

評価・換算差額等

少数株主
持分

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(千円) 194,67256,933△346,31679,029△15,6812,063,24115,753,600

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当 △251,661

　当期純利益 572,087

　自己株式の取得 △81,188

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

△178,051△75,947 ― 11,282△242,716△22,454△265,170

連結会計年度中の変動額合計
(千円)

△178,051△75,947 ― 11,282△242,716△22,454△25,932

平成20年３月31日残高(千円) 16,620△19,013△346,31690,312△258,3972,040,78715,727,667
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】

前連結会計年度
(平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで)

当連結会計年度
(平成19年４月１日から
平成20年３月31日まで)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

　１　税金等調整前当期純利益 1,350,056 877,864

　２　減価償却費 719,819 748,530

　３　負ののれん償却額 △946 ―

　４　賞与引当金の増加額(△減少額) 5,629 △210

　５　役員賞与引当金の増加額(△減少額) 18,880 △18,880

　６　貸倒引当金の増加額(△減少額) △20,191 12,500

　７　退職給付引当金の増加額(△減少額) △110,671 △58,908

　８　前払年金費用の減少額(△増加額) △12,252 △29,116

　９　役員退職金引当金の増加額(△減少額) 24,747 △105,101

　10　受取利息及び受取配当金 △22,435 △33,765

　11　支払利息 45,818 65,486

　12　為替予約評価損益 △54,274 138,408

　13　投資有価証券売却益 △43,232 △70,289

　14　投資有価証券売却損 2,450 ―

　15　匿名組合投資損益 8,630 △4,452

　16　固定資産売却益 △1,491 △342

　17　固定資産売却損 4,763 ―

　18　固定資産除却損 11,183 15,628

　19　持分法投資損失 ― 7,962

　20　売上債権の減少額(△増加額) △443,980 291,411

　21　たな卸資産の減少額(△増加額) △301,440 281,947

　22　仕入債務の増加額(△減少額) 137,165 △479,704

　23　未払消費税等の増加額(△減少額) 15,953 5,302

　24　その他資産の減少額(△増加額) 47,087 43,924

　25　その他負債の増加額(△減少額) 16,536 △133,540

　26　役員賞与の支払額 △18,880 ―

　27　その他 2,588 △713

　　　　小計 1,381,514 1,553,940

　28　利息及び配当金の受取額 21,737 33,427

　29　利息の支払額 △46,111 △65,713

　30　法人税等の支払額 △727,637 △342,821

　31　法人税等の還付額 1,895 ―

　　　営業活動によるキャッシュ・フロー 631,399 1,178,833

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　１　定期預金の預入れによる支出 △1,389,852 △1,638,462

　２　定期預金の払戻しによる収入 1,521,539 1,514,535

　３　有形固定資産の取得による支出 △509,330 △1,039,510

　４　有形固定資産の売却による収入 9,543 539

　５　無形固定資産の取得による支出 △8,710 △41,449

　６　投資有価証券の取得による支出 △382,689 △62,965

　７　投資有価証券の売却による収入 178,417 161,068

　８　貸付による支出 △16,300 △11,000

　９　貸付金の回収による収入 11,548 7,219

　10　その他 △3,188 △80,107

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △589,024 △1,190,132
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　 前連結会計年度
(平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで)

当連結会計年度
(平成19年４月１日から
平成20年３月31日まで)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　１　短期借入金の増加額(△減少額) 385,480 114,300

　２　長期借入れによる収入 241,765 900,000

　３　長期借入金の返済による支出 △592,692 △775,300

　４　少数株主からの払込みによる収入 ― 2,000

　５　自己株式の取得による支出 ― △81,188

　６　配当金の支払額 △250,926 △250,633

　７　少数株主への配当金の支払額 △27,523 △32,360

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー △243,897 △123,182

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 △9,964 △6,855

Ⅴ　現金及び現金同等物の増加額(△減少額) △211,487 △141,337

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 1,516,405 1,304,917

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高 ※ 1,304,917 1,163,580
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　
前連結会計年度

(平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで)

当連結会計年度
(平成19年４月１日から
平成20年３月31日まで)

１　連結の範囲に関する事項
　　連結子会社の数　　　４社
　 　 　 連結子会社は 、テクノクオーツ株式会社 、
ATAS GL International B.V.、杭州泰谷諾石英有限
公司、GL Sciences, Inc.の４社であります。

１　連結の範囲に関する事項
　　連結子会社の数　　　５社
　 　 　 連結子会社は 、テクノクオーツ株式会社 、
ATAS GL International B.V.、杭州泰谷諾石英有限
公司、GL Sciences, Inc.、株式会社グロースの５社
であります。

　　　なお、株式会社グロースは、新規設立により新たに連
結子会社となりました。

２　持分法の適用に関する事項
　　持分法を適用しない関連会社の名称

株式会社京都モノテック
　　持分法を適用しない理由

持分法非適用会社は、当期純損益及び利益剰余金
等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重
要性がないため、持分法の適用から除外しておりま
す。

２　持分法の適用に関する事項
　(1) 持分法を適用した関連会社の名称

島津技迩(上海)商貿有限公司
なお、島津技迩(上海)商貿有限公司は、当連結会計

年度の６月25日に設立され持分法適用会社になりま
した。

　(2) 持分法を適用しない関連会社の名称
株式会社京都モノテック

　　持分法を適用しない理由
持分法非適用会社は、当期純損益及び利益剰余金

等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重
要性がないため、持分法の適用から除外しておりま
す。

　(3) 関連会社の事業年度等に関する事項
関連会社のうち、島津技迩(上海)商貿有限公司の

決算日は、12月31日であります。
３　連結子会社の事業年度等に関する事項
　　連結子会社のうち、杭州泰谷諾石英有限公司の決算日
は、12月31日であります。

　　連結財務諸表の作成に当たっては、同日現在の財務諸
表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引に
ついては、連結上必要な調整を行っております。

３　連結子会社の事業年度等に関する事項
同左

４　会計処理基準に関する事項
　(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法
　　①　有価証券
　　　a 満期保有目的の債券
　　　　償却原価法(定額法)

４　会計処理基準に関する事項
　(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法
　　①　有価証券
　　　a 満期保有目的の債券
　　　　同左

　　　b その他有価証券
　　　　時価のあるもの
　　　　　決算末日の市場価格等に基づく時価法
　　　　　(評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却

原価は、総平均法により算定)
　　　　時価のないもの
　　　　　総平均法による原価法
　　　　　　なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組

合への出資(証券取引法第２条第２項により
有価証券とみなされるもの)については、組合
契約に規定される決算報告日に応じて入手可
能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を
純額で取り込む方法によっております。

　　　b その他有価証券
　　　　時価のあるもの
　　　　　同左
　　

　　　　　　
　　　　時価のないもの

総平均法による原価法
　　　　　　なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組

合への出資(金融商品取引法第２条第２項に
より有価証券とみなされるもの)については、
組合契約に規定される決算報告日に応じて入
手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当
額を純額で取り込む方法によっております。

　　②　デリバティブ取引により生じる正味の債権及び債
務

　　　　　時価法

　　②　デリバティブ取引により生じる正味の債権及び債
務

　　　　　同左

　　③　たな卸資産

　　　　商品・原材料及び貯蔵品
　　　　………移動平均法に基づく原価法
　　　　製品及び仕掛品
　　　　………個別法又は総平均法に基づく原価法

　　③　たな卸資産

　　　　商品・原材料及び貯蔵品
　　　　………同左
　　　　製品及び仕掛品
　　　　………同左
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　 前連結会計年度
(平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで)

当連結会計年度
(平成19年４月１日から
平成20年３月31日まで)

　(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　　①　有形固定資産

　　　　当社及び国内連結子会社は定率法を、また、在外連結

子会社は定額法を採用しております。

　　　　ただし、当社及び国内連結子会社は平成10年４月１

日以降に取得した建物(附属設備を除く)について

は定額法によっております。

　　　　なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。

建物及び構築物 ５～50年

機械装置及び運搬具 ２～17年

その他 ２～20年

　(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　　①　有形固定資産

　　　　当社及び国内連結子会社は定率法を、また、在外連結

子会社は定額法を採用しております。

　ただし、当社及び国内連結子会社は平成10年４月

１日以降に取得した建物(附属設備を除く)につい

ては定額法によっております。

　なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。

建物及び構築物 ５～50年

機械装置及び運搬具 ２～17年

その他 ２～20年

　　　(会計方針の変更)

　　　　当社及び国内連結子会社は法人税法の改正((所得税

法等の一部を改正する法律　平成19年3月30日　法

律第６号)及び(法事税法施行令の一部を改正する

政令　平成19年３月30日　政令第83号))に伴い、平

成19年４月１日以降に取得したものについては、

改正後の法人税法に基づく方法に変更しておりま

す。

　　　　この結果、従来の方法によった場合に比べて、売上総

利益が9,345千円、営業利益、経常利益及び税金等

調整前当期純利益が22,622千円減少しておりま

す。

　　　　なお、セグメント情報に与える影響については、当該

箇所に記載しております。

　　　(追加情報)

　　　　当連結会計年度から平成19年３月31日以前に取得し

たものについては、償却可能限度額まで償却が終

了した翌年から５年間で均等償却する方法によっ

ております。

　　　　この結果、従来の方法によった場合に比べて、売上総

利益が5,486千円、営業利益、経常利益及び税金等

調整前当期純利益が11,130千円減少しておりま

す。

　　　　なお、セグメント情報に与える影響については、当該

箇所に記載しております。

　　②　無形固定資産

　　　　定額法によっており、ソフトウェアのうち自社利用

分については、社内における利用可能期間(５年)、

販売目的分については、見込有効期間(３年)に基

づいております。

　　②　無形固定資産

　　　　同左

　(3) 重要な引当金の計上基準

　　①　貸倒引当金

　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。

　(3) 重要な引当金の計上基準

　　①　貸倒引当金

　　　　同左

　　②　賞与引当金

　　　　従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のう

ち当連結会計年度の負担分を計上しております。

　　②　賞与引当金

　　　　同左
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　 前連結会計年度
(平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで)

当連結会計年度
(平成19年４月１日から
平成20年３月31日まで)

　　③　役員賞与引当金
　　　　役員に対して支給する賞与の支出に充てるた　　め、

支給見込額に基づき当連結会計年度に見合う分を

計上しております。

(会計方針の変更)

　当連結会計年度から「役員賞与に関する会計　　　

基準」( 企業会計基準委員会平成17年11月29日　　

　企業会計基準第４号)を適用しております。

　これにより営業利益、経常利益及び税金等調　　　

整前当期純利益は18,880千円減少しておりま　　　

す。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該　　　箇

所に記載しております。

　
　　　　

　　④　退職給付引当金
　　　　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき、当連結会計年度末において発生していると

認められる額を計上しております。

　なお、数理計算上の差異については、各連結会計

年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(３年)による按分額をそれぞれ

発生の翌連結会計年度より費用処理しておりま

す。

　　③　退職給付引当金　　　　
　　　　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき、当連結会計年度末において発生していると

認められる退職給付引当金又は前払年金費用を計

上しております。

　なお、数理計算上の差異については、各連結会計

年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(３年)による按分額をそれぞれ

発生の翌連結会計年度より費用処理しておりま

す。
　　⑤　役員退職金引当金
　　　　連結財務諸表提出会社及び連結子会社は、役員(執行

役員を含む)の退職慰労金の支給に備えるため、役

員退職金規程に基づく期末要支給額を計上してお

ります。

　　④　役員退職金引当金
　　　　同左

　(4) 重要なリース取引の処理方法
　　　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引について
は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処
理によっております。

　(4) 重要なリース取引の処理方法
　　　同左

　(5) 重要なヘッジ会計の方法

　　①　繰延ヘッジ等のヘッジの方法

　　　　繰延ヘッジ処理によっております。

　(5) 重要なヘッジ会計の方法

　　①　繰延ヘッジ等のヘッジの方法

　　    同左

　　②　ヘッジ対象とヘッジ手段

　　　　外貨建取引をヘッジ対象とし、為替予約をヘッジ手

段としております。

　　②　ヘッジ対象とヘッジ手段

        同左

　　③　ヘッジ方針

　　　　ヘッジ取引は実需に基づいたリスクのみを対象と

し、投機的な手段としては行っておりません。

　　③　ヘッジ方針

　　　　同左

　(6) 消費税等の会計処理

　　　税抜方式によっております。

　(6) 消費税等の会計処理

　　　同左

５　連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

　　連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評

価法によっております。

５　連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

　　同左

６　負ののれんの償却に関する事項

　　負ののれんは、５年間で均等償却しております。

―――――――
　　

７　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　　資金は、手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以

内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負

わない短期的な投資からなっております。

６　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　　同左
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会計方針の変更

　
前連結会計年度

(平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで)

当連結会計年度
(平成19年４月１日から
平成20年３月31日まで)

貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等

当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表示

に係る会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年12月９

日 企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準

委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第８

号)を適用しております。

これによる損益に与える影響はありません。

なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

13,633,425千円であります。

―――――――

　

表示方法の変更

　
前連結会計年度

(平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで)

当連結会計年度
(平成19年４月１日から
平成20年３月31日まで)

(連結損益計算書)

「連結調整勘定償却額」は、当連結会計年度から「負

ののれん償却額」として表示しております。

(連結キャッシュ・フロー計算書)

「連結調整勘定償却額」は、当連結会計年度から「負

ののれん償却額」として表示しております。

(連結損益計算書)

「保険金収入」は、営業外収益の10/100を超えたため、

区分掲記することとしました。なお、前連結会計年度は営

業外収益の「その他」に19,067千円含まれております。

「受取分配金」は、営業外収益の10/100を超えたため、

区分掲記することとしました。なお、前連結会計年度は営

業外収益の「その他」に996千円含まれております。

(連結キャッシュ・フロー計算書)

前連結会計年度で区分掲記しておりました「法人税等

の還付額」については、当連結会計年度より「法人税等

の支払額」に含めて表示しております。

　なお、当連結会計年度における金額は以下のとおりであ

ります。

　　法人税等の還付額　　　　　　　　　　　４千円
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注記事項

(連結貸借対照表関係)

　
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

※１　土地の再評価
　　　連結財務諸表提出会社は、土地の再評価に関する法律

(平成10年３月31日公布法律第34号　最終改正　平成
13年６月29日)に基づき、平成14年３月31日に事業用
の土地の再評価を行っております。

　　　なお、再評価差額については、土地の再評価に関する
法律の一部を改正する法律(平成11年３月31日公布
法律第24号)に基づき、再評価差額から再評価に係る
繰延税金負債を控除した金額を「土地再評価差額
金」として純資産の部に計上しております。

　　　再評価の方法
　　　　土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月31

日公布政令第119号)第２条第４号に定める、地
価税法(平成３年法律第69号)第16条に規定する
地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価
額を算定するために国税庁長官が定めて公表し
た方法により算定した価額に合理的な調整を
行って算定する方法

　　　再評価を行った年月日　　平成14年３月31日
　　　再評価を行った土地の期末における
　　　時価と再評価後の帳簿価額との差額

△364,793千円

※１　土地の再評価
　　　連結財務諸表提出会社は、土地の再評価に関する法律

(平成10年３月31日公布法律第34号　最終改正　平成
13年６月29日)に基づき、平成14年３月31日に事業用
の土地の再評価を行っております。

　　　なお、再評価差額については、土地の再評価に関する
法律の一部を改正する法律(平成11年３月31日公布
法律第24号)に基づき、再評価差額から再評価に係る
繰延税金負債を控除した金額を「土地再評価差額
金」として純資産の部に計上しております。

　　　再評価の方法
　　　　土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月31

日公布政令第119号)第２条第４号に定める、地
価税法(平成３年法律第69号)第16条に規定する
地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価
額を算定するために国税庁長官が定めて公表し
た方法により算定した価額に合理的な調整を
行って算定する方法

　　　再評価を行った年月日　　平成14年３月31日
　　　再評価を行った土地の期末における
　　　時価と再評価後の帳簿価額との差額

△349,104千円

※２　資産につき設定している担保権の明細
　　担保資産

建物及び構築物 1,796,223千円

土地 2,068,196

投資有価証券 192,690

連結子会社株式 12,137

計 4,069,247千円

　　担保資産に対応する債務

短期借入金 933,934千円

長期借入金 161,926

計 1,095,860千円

※２　資産につき設定している担保権の明細
　　担保資産

建物及び構築物 1,685,686千円

土地 2,068,196

投資有価証券 118,350

連結子会社株式 12,137

計 3,884,370千円

　　担保資産に対応する債務

短期借入金 854,712千円

長期借入金 424,530

受取手形割引高 50,058

計 1,329,300千円
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　 前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

※３　過年度において、国庫補助金等の受入により土地の
取得価額から控除している圧縮記帳額は、　　　
 300,000千円であります。

※３　過年度において、国庫補助金等の受入により土地の
取得価額から控除している圧縮記帳額は、　　　
 300,000千円であります。

※４　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のと
おりであります。

投資有価証券(株式) 　16,518千円

※４　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のと
おりであります。

投資有価証券(株式) 16,518千円

その他(関係会社出資金) 50,256

※５　国内連結子会社は設備資金に充当するため、取引銀

行６行とシンジケートローン契約を締結しておりま

す。

　　　この契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行残
高は次のとおりであります。

シンジケートローンの総額 1,500,000千円

借入実行残高 1,500,000

差引 　－千円

※５　国内連結子会社は設備資金に充当するため、取引銀

行６行とシンジケートローン契約を締結しておりま

す。

　　　この契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行残
高は次のとおりであります。

シンジケートローンの総額 1,350,000千円

借入実行残高 1,350,000

差引 　－千円

※６　当連結会計年度末日の満期手形の会計処理につい

ては、手形交換日をもって決済処理しております。

　　　なお、当連結会計年度末日は金融機関の休日であった

ため、次の満期手形が当連結会計年度末日の残高に

含まれております。

受取手形 204,311千円

支払手形 372,974

設備支払手形 3,493

　　　(流動負債「その他」に含む)

※６　　　　　　　―――――――　

　

※７　　　　　　　―――――――　 ※７　受取手形割引高　　　　　　　　　 50,058千円
　 　

　

(連結損益計算書関係)

　
前連結会計年度

(平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで)

当連結会計年度
(平成19年４月１日から
平成20年３月31日まで)

※１　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、704,589千円であります。

※１　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、697,692千円であります。

※２　固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。

工具器具及び備品
(有形固定資産「その他」に
含む)

1,491千円

※２　固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。

工具器具及び備品
(有形固定資産「その他」に
含む)

342千円

※３　固定資産売却損は、保養所(土地及び建物等)の売却

損4,763千円であります。

※３　         ―――――――

※４　固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。

建物及び構築物 5,055千円

機械装置及び運搬具 2,950

工具器具及び備品
(有形固定資産「その他」に
含む)

3,177

計 11,183千円

※４　固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。

建物及び構築物 8,188千円

機械装置及び運搬具 2,116

工具器具及び備品

(有形固定資産「その他」に

含む)

4,873

処分費用等 11,153

計 26,331千円
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 5,595 ― ― 5,595

　
　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 2,531 ― ― 2,531

　
　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。
　
４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成18年６月23日
定時株主総会

普通株式 251,661 45平成18年３月31日 平成18年６月24日

　
(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 251,661 45平成19年３月31日 平成19年６月28日

　
当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 5,595 ― ― 5,595

　
２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 2,531 50,600 ― 53,131

(注) １．普通株式の自己株式の増加株式数のうち35,600株は、平成19年11月14日の取締役会決議による取得自己株式

であります。

２．普通株式の自己株式の増加株式数のうち15,000株は、平成19年12月28日の取締役会決議による取得自己株式

であります。

　
３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。
　
４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月27日
定時株主総会

普通株式 251,661 45平成19年３月31日 平成19年６月28日

　
(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月25日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 249,384 45平成20年３月31日 平成20年６月26日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前連結会計年度

(平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで)

当連結会計年度
(平成19年４月１日から
平成20年３月31日まで)

※現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に 

掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 2,522,481千円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金
△1,217,563

現金及び現金同等物 1,304,917千円

※現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に 

掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 2,805,071千円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金
△1,641,490

現金及び現金同等物 1,163,580千円

　

　

(リース取引関係)

　
前連結会計年度

(平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで)

当連結会計年度
(平成19年４月１日から
平成20年３月31日まで)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

(借主側)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

(借主側)

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

有形固定資産

機械装置

及び運搬具

有形固定資産

工具器具

及び備品

計

取得価額

相当額
23,908千円82,893千円106,802千円

減価償却

累計額

相当額

15,719 48,861 64,581

期末残高

相当額
8,188千円 34,032千円42,221千円

　　なお、取得価額相当額の算定は、有形固定資産の期末残

高等に占める未経過リース料期末残高の割合が低いた

め、支払利子込み法によっております。

有形固定資産

機械装置

及び運搬具

有形固定資産

工具器具

及び備品

計

取得価額

相当額
26,571千円85,659千円112,230千円

減価償却

累計額

相当額

17,184 56,989 74,173

期末残高

相当額
9,386千円 28,669千円38,056千円

　　なお、取得価額相当額の算定は、有形固定資産の期末残

高等に占める未経過リース料期末残高の割合が低いた

め、支払利子込み法によっております。

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 18,790千円

１年超 23,430

計 42,221千円

　なお、未経過リース料期末残高相当額の算定は、有形

固定資産の期末残高等に占める未経過リース料期末残

高の割合が低いため、支払利子込み法によっておりま

す。

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 19,897千円

１年超 18,159

計 38,056千円

　なお、未経過リース料期末残高相当額の算定は、有形

固定資産の期末残高等に占める未経過リース料期末残

高の割合が低いため、支払利子込み法によっておりま

す。

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 21,421千円

減価償却費相当額 21,421

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 20,401千円

減価償却費相当額 20,401

(4) 減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

　　同左
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(有価証券関係)

前連結会計年度(平成19年３月31日)

１　満期保有目的の債券で時価のあるもの

　

区分
連結決算日における
連結貸借対照表計上額

(千円)
時価(千円) 差額(千円)

時価が連結貸借対照表計上額を超
えないもの

100,000 99,306 △694

　　　　　　　合計 100,000 99,306 △694

　

２　その他有価証券で時価のあるもの

　

区分 取得原価(千円)
連結決算日における
連結貸借対照表計上額

(千円)
差額(千円)

連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えるもの

　①　株式 438,446 752,867 314,420

　②　債券 ― ― ―

　③　その他 120,979 156,797 35,818

　　小計 559,426 909,665 350,239

連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えないもの

　①　株式 142,289 132,522 △9,767

　②　債券 ― ― ―

　③　その他 ― ― ―

　　小計 142,289 132,522 △9,767

合計 701,715 1,042,188 340,472

　

３　当連結会計年度中に売却したその他有価証券

　
売却額(千円) 売却益の合計額(千円) 売却損の合計額(千円)

137,634 43,232 2,450

　

４　時価評価されていない有価証券

(1) 子会社株式及び関連会社株式

　
区分 連結貸借対照表計上額(千円)

①子会社株式 ―

②関連会社株式 16,518

合計 16,518

　

(2) その他有価証券

　
内容 連結貸借対照表計上額(千円)

①非上場株式 7,000

②投資事業有限責任組合等への出資 12,451

③優先株式 20,000

合計 39,451

　

５　その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の連結決算日後における償還予定額

　
区分 １年以内(千円) １年超５年以内(千円)５年超10年以内(千円) 10年超(千円)

①債券

その他 ― 100,000 ― ―

②その他 ― 117,210 10,438 ―
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合計 ― 217,210 10,438 ―
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当連結会計年度(平成20年３月31日)

１　満期保有目的の債券で時価のあるもの

　

区分
連結決算日における
連結貸借対照表計上額

(千円)
時価(千円) 差額(千円)

時価が連結貸借対照表計上額を超
えないもの

100,000 96,880 △3,120

　　　　　　　合計 100,000 96,880 △3,120

　

２　その他有価証券で時価のあるもの

　

区分 取得原価(千円)
連結決算日における
連結貸借対照表計上額

(千円)
差額(千円)

連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えるもの

　①　株式 418,398 505,017 86,619

　②　債券 － － －

　③　その他 20,000 23,758 3,758

　　小計 438,398 528,775 90,377

連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えないもの

　①　株式 185,013 140,507 △44,505

　②　債券 － － －

　③　その他 50,490 36,468 △14,022

　　小計 235,503 176,975 △58,527

合計 673,901 705,751 31,849

　

３　当連結会計年度中に売却したその他有価証券

　
売却額(千円) 売却益の合計額(千円) 売却損の合計額(千円)

90,779 70,289 －

　

４　時価評価されていない有価証券

(1) 子会社株式及び関連会社株式

　
区分 連結貸借対照表計上額(千円)

①子会社株式 －

②関連会社株式 16,518

合計 16,518

　

(2) その他有価証券

　
内容 連結貸借対照表計上額(千円)

①非上場株式 7,000

②投資事業有限責任組合等への出資 10,627

③優先株式 20,000

合計 37,627

　

５　その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の連結決算日後における償還予定額

　
区分 １年以内(千円) １年超５年以内(千円)５年超10年以内(千円) 10年超(千円)

債券

その他 100,000 － － －

合計 100,000 － － －
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(デリバティブ取引関係)

前連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)

１　取引の状況に関する事項

(1) 取引の内容及び利用目的等

当社及び国内連結子会社は、通常の営業過程における輸入取引の為替相場の変動によるリスクを軽減

するため、先物為替予約取引を行っております。

　

(2) 取引に対する取組方針

通貨関連におけるデリバティブ取引については、主としてドル建ての仕入契約をヘッジするためのも

のであるため、外貨建輸入取引の範囲内で行うこととし、投機目的のためのデリバティブ取引は行わない

方針であります。

　

(3) 取引に係るリスクの内容

先物為替予約取引には、為替相場の変動によるリスクを有しております。

当社及び国内連結子会社のデリバティブ取引の契約先は、いずれも信用度の高い国内の銀行であるた

め、相手先の契約不履行によるいわゆる信用リスクは、ほとんどないと判断しております。

　

(4) 取引に係るリスク管理体制

デリバティブ取引の実行及び管理は、社内規程に従い、総務部に集中しております。また、社内規程にお

いて、総務部長は四半期ごとに取締役会にデリバティブ取引の状況について報告をすることとなってお

ります。

　

２　取引の時価等に関する事項

区分 種類 契約額等
契約額等のうち

1年超
時価 評価損益

為替予約取引

市場取引以外の取引 　買建

　　米ドル 1,985,427千円1,985,427千円2,045,873千円60,445千円

合計 1,985,427千円1,985,427千円2,045,873千円60,445千円

(注) １　時価の算定方法

為替予約取引…為替予約取引を締結している取引銀行から提示された価格に基づき算定しております。

２　ヘッジ会計を適用しているものについては開示の対象から除いております。
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当連結会計年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)

１　取引の状況に関する事項

(1) 取引の内容及び利用目的等

当社及び国内連結子会社は、通常の営業過程における輸入取引の為替相場の変動によるリスクを軽減

するため、先物為替予約取引を行っております。

　

(2) 取引に対する取組方針

通貨関連におけるデリバティブ取引については、主としてドル建ての仕入契約をヘッジするためのも

のであるため、外貨建輸入取引の範囲内で行うこととし、投機目的のためのデリバティブ取引は行わない

方針であります。

　

(3) 取引に係るリスクの内容

先物為替予約取引には、為替相場の変動によるリスクを有しております。

当社及び国内連結子会社のデリバティブ取引の契約先は、いずれも信用度の高い国内の銀行であるた

め、相手先の契約不履行によるいわゆる信用リスクは、ほとんどないと判断しております。

　

(4) 取引に係るリスク管理体制

デリバティブ取引の実行及び管理は、社内規程に従い、管理本部に集中しております。また、社内規程に

おいて、管理本部長は四半期ごとに取締役会にデリバティブ取引の状況について報告をすることとなっ

ております。

　

２　取引の時価等に関する事項

区分 種類 契約額等
契約額等のうち

1年超
時価 評価損益

為替予約取引

市場取引以外の取引 　買建

　　米ドル 1,576,053千円1,576,053千円1,498,090千円△77,963千円

合計 1,576,053千円1,576,053千円1,498,090千円△77,963千円

(注) １　時価の算定方法

為替予約取引…為替予約取引を締結している取引銀行から提示された価格に基づき算定しております。

２　ヘッジ会計を適用しているものについては開示の対象から除いております。
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(退職給付関係)

　
前連結会計年度

(平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで)

当連結会計年度
(平成19年４月１日から
平成20年３月31日まで)

１　採用している退職給付制度の概要

　　当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、

適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けておりま

す。また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う

場合があります。

１　採用している退職給付制度の概要

　　当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、

適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けておりま

す。また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う

場合があります。

２　退職給付債務に関する事項

①　退職給付債務 △2,033,412千円

②　年金資産 2,203,988

③　小計(①＋②) 170,575千円

④　未認識数理計算上の差異 △244,659

⑤　合計(③＋④) △74,083千円

⑥　前払年金費用 12,252

⑦　退職給付引当金(⑤－⑥) △86,336千円

　(注)　国内連結子会社は、退職給付債務の算定に当たり、

簡便法を採用しております。

２　退職給付債務に関する事項

①　退職給付債務 △2,138,335千円

②　年金資産 2,014,088

③　小計(①＋②) △124,246千円

④　未認識数理計算上の差異 138,188

⑤　合計(③＋④) 13,941千円

⑥　前払年金費用 41,368

⑦　退職給付引当金(⑤－⑥) △27,427千円

 (注) 国内連結子会社は、退職給付債務の算定に当た

り、簡便法を採用しております。

３　退職給付費用に関する事項

①　勤務費用 128,305千円

②　利息費用 32,694

③　期待運用収益 △34,712

④　数理計算上の差異の費用処理額 △107,925

⑤　退職給付費用
　　(①＋②＋③＋④)

18,362千円

 (注) １ 簡便法を採用している連結子会社の退職給付

費用は、①勤務費用に計上しております。

 ２ 上記退職給付費用以外に、割増退職金12,237

千円を特別損失に計上しております。

３　退職給付費用に関する事項

①　勤務費用 186,782千円

②　利息費用 34,774

③　期待運用収益 △37,940

④　数理計算上の差異の費用処理額 △127,329

⑤　退職給付費用
　　(①＋②＋③＋④)

56,287千円

 (注) 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費

用は、①勤務費用に計上しております。

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

①　退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

②　割引率 2.0％

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

①　退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

②　割引率 2.0％

③　期待運用収益率 2.0％

　④　数理計算上の差異の処理年数　　　　　　　３年

　　　発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数による按分額を翌連結会計年度より費用処理する

こととしております。

　⑤　会計基準変更時差異の処理年数　　　　　　１年

③　期待運用収益率 2.0％

　④　数理計算上の差異の処理年数　　　　　　　３年

　　　発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数による按分額を翌連結会計年度より費用処理する

こととしております。

　⑤　会計基準変更時差異の処理年数　　　　　　１年

　

(ストック・オプション等関係)

前連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)

　該当事項はありません。

　

当連結会計年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)

　該当事項はありません。
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(税効果会計関係)

　
前連結会計年度末
(平成19年３月31日)

当連結会計年度末
(平成20年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

　①流動資産

　賞与引当金 149,736千円

　たな卸資産評価損 46,432

　未払事業税 25,976

　未払社会保険料 17,814

　その他 1,046

　評価性引当額 △35,090

　繰延税金負債(流動)との相殺 △19,935

計 185,981千円

　②固定資産

　土地再評価差額金(損) 217,386千円

　役員退職金引当金 139,351

　貸倒引当金 40,678

　投資有価証券評価損 36,231

　退職給付引当金 35,130

　施設利用権評価損 17,422

　その他 14,462

　評価性引当額 △439,976

　繰延税金負債(固定)との相殺 △60,687

計 ― 千円

　　繰延税金資産合計 185,981千円

(繰延税金負債)

　①流動負債

　繰延ヘッジ損益(益) △19,935

　繰延税金資産(流動)との相殺 19,935

計 ― 千円

　②固定負債

　投資有価証券評価差額金(益) △132,403千円

　土地再評価差額金(益) △128,933

　繰延ヘッジ損益(益) △19,819

　その他 △4,377

　繰延税金資産(固定)との相殺 60,687

計 △224,846千円

　　繰延税金負債合計 △224,846千円

差引：繰延税金資産(又は負債)の純
額

△38,865千円

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

　①流動資産

　賞与引当金 149,715千円

　たな卸資産評価損 61,561

　未払事業税 16,072

　未払社会保険料 13,779

　その他 32,869

　評価性引当額 △28,940

計 245,058千円

　②固定資産

　土地再評価差額金(損) 217,386千円

　繰越欠損金 191,941

　役員退職金引当金 96,609

　貸倒引当金 37,989

　投資有価証券評価損 36,231

　施設利用権評価損 13,435

　退職給付引当金 11,080

　その他 26,794

　評価性引当額 △588,186

　繰延税金負債(固定)との相殺 △43,283

計 ― 千円

　　繰延税金資産合計 245,058千円

(繰延税金負債)

　固定負債

　土地再評価差額金(益) △128,933千円

　土地圧縮積立金(益) △72,971

　前払年金費用(益) △16,833

　投資有価証券評価差額金(益) △11,783

　繰延税金資産(固定)との相殺 43,283

計 △187,238千円

　　繰延税金負債合計 △187,238千円

差引:繰延税金資産(又は負債)の純
額

57,819千円
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　 前連結会計年度末
(平成19年３月31日)

当連結会計年度末
(平成20年３月31日)

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

(調整)

　評価性引当金の増減 19.7

　交際費等永久に損金に
　算入されない項目

0.7

　受取配当金等永久に益金に
　算入されない項目

△0.2

　住民税均等割等 1.9

　繰越欠損金 △0.6

　試験研究費の総額に係る税額控除 △3.3

　その他 0.3

　　税効果会計適用後の法人税等の
　　負担率

59.2％

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

(調整)

　評価性引当金の増減 △7.3

　交際費等永久に損金に
　算入されない項目

1.5

　受取配当金等永久に益金に
　算入されない項目

△0.2

　住民税均等割等 2.7

　試験研究費の総額に係る税額控除 △3.5

　その他 △0.0

　　税効果会計適用後の法人税等の
　　負担率

33.9％
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)

分析機器
事業
(千円)

半導体事業
(千円)

自動認識
事業
(千円)

計
(千円)

消去又
は全社
(千円)

連結
(千円)

Ⅰ　売上高及び営業損益

　　売上高

　(1) 外部顧客に対する
　　　売上高

13,332,8434,976,205666,29818,975,347 ― 18,975,347

　(2) セグメント間の
　　　内部売上高又は
　　　振替高

123 124,756 ― 124,879(124,879) ―

計 13,332,9665,100,962666,29819,100,227(124,879)18,975,347

　　営業費用 12,213,6374,988,081601,83217,803,551(130,037)17,673,514

　　営業利益 1,119,329112,880 64,4651,296,6755,1571,301,833

Ⅱ　資産、減価償却費
　　及び資本的支出

　　資産 13,952,7009,313,099769,90924,035,709(26,016)24,009,693

　　減価償却費 288,664422,046 9,498 720,208 (389) 719,819

　　資本的支出 355,210193,433 3,025 551,669 ― 551,669

　
(注) １　事業区分の方法は、製品別売上計上区分と事業展開の経過に基づき、市場・技術・事業形態を考慮して決定し

ております。なお、上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２　これら事業区分に属する主要製品は次のとおりであります。

事業区分 主要製品

分析機器事業 ガスクロマトグラフ及び液体クロマトグラフ装置等

半導体事業 半導体用石英治具及び材料、光学研磨、分光光度計用石英セル等

自動認識事業 非接触ICカード及びその周辺機器

    (非接触ICカード事業は、平成18年４月より事業区分名称を自動認識事業に変更いたしました。)

３　減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用と同費用に係る償却費が含まれております。

４　配賦不能営業費用及び全社資産に該当するものはありません。

５　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４ 会計処理基準に関する事項 (３) 重要な引当金の計

上基準 ③役員賞与引当金(会計方針の変更）」に記載のとおり、当連結会計年度から「役員賞与に関する会

計基準」(企業会計基準委員会 平成17年11月29日 企業会計基準第４号)を適用しております。この変更に伴

い、従来の方法によった場合に比べ、当連結会計年度における「分析機器事業」の営業費用が18,880千円増加

し、営業利益が同額減少しております。
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当連結会計年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)

分析機器
事業
(千円)

半導体事業
(千円)

自動認識
事業
(千円)

計
(千円)

消去又
は全社
(千円)

連結
(千円)

Ⅰ　売上高及び営業損益

　　売上高

　(1) 外部顧客に対する
　　　売上高

12,929,7854,795,972811,63318,537,390 ― 18,537,390

　(2) セグメント間の
　　　内部売上高又は
　　　振替高

49 131,175 ― 131,225(131,225) ―

計 12,929,8354,927,147811,63318,668,615(131,225)18,537,390

　　営業費用 12,119,9354,872,646717,87717,710,459(136,029)17,574,430

　　営業利益 809,899 54,501 93,755 958,156 4,803 962,960

Ⅱ　資産、減価償却費
　　及び資本的支出

　　資産 13,969,9318,580,381866,12323,416,435(27,042)23,389,393

　　減価償却費 325,880400,584 22,375 748,839 (309) 748,530

　　資本的支出 909,779106,197 58,9151,074,892 ― 1,074,892

　
(注) １　事業区分の方法は、製品別売上計上区分と事業展開の経過に基づき、市場・技術・事業形態を考慮して決定し

ております。なお、上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２　これら事業区分に属する主要製品は次のとおりであります。

事業区分 主要製品

分析機器事業 ガスクロマトグラフ及び液体クロマトグラフ装置等

半導体事業 半導体用石英治具及び材料、光学研磨、分光光度計用石英セル等

自動認識事業 非接触ICカード及びその周辺機器

３　減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用と同費用に係る償却費が含まれております。

４　配賦不能営業費用及び全社資産に該当するものはありません。

５　会計方針の変更

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、法人税法の改正に伴い、当連結会計年

度より、平成19年４月１日以降に取得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法

に変更しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、当連結会計年度における営業費用が

「分析機器事業」で19,240千円、「半導体事業」で2,066千円、「自動認識事業」で1,315千円増加し、営業利

益がそれぞれ同額減少しております。

６　追加情報

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、法人税法の改正に伴い、当連結会計年

度より、平成19年３月31日以前に取得した有形固定資産について、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法

の適用により償却可能限度額まで償却が終了した連結会計年度の翌連結会計年度から５年間で均等償却する

方法によっております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、当連結会計年度における営業費用

が「分析機器事業」で7,722千円、「半導体事業」で2,880千円、「自動認識事業」で528千円増加し、営業利益

がそれぞれ同額減少しております。
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【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)及び当連結会計年度(平成19年４

月１日から平成20年３月31日まで)については全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資

産の金額の合計額に占める日本の割合が、いずれも90％を超えるため、所在地別セグメント情報の記

載を省略しております。

　

【海外売上高】

前連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)

北　米 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(千円) 1,175,649 793,722 275,843 2,245,214

Ⅱ　連結売上高(千円) ― ― ― 18,975,347

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

6.2 4.2 1.4 11.8

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域

(1) 北  米 ・・・・・・・・ 米国、カナダ

(2) アジア ・・・・・・・・ 中国、インド、シンガポール等

(3) その他の地域 ・・・・・ ドイツ、オランダ、イギリス等

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

　

当連結会計年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)

北　米 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(千円) 1,121,895 868,166 340,546 2,330,607

Ⅱ　連結売上高(千円) ― ― ― 18,537,390

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

6.1 4.7 1.8 12.6

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域

(1) 北  米 ・・・・・・・・ 米国、カナダ

(2) アジア ・・・・・・・・ 中国、インド、シンガポール等

(3) その他の地域 ・・・・・ ドイツ、オランダ、イギリス等

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

　

【関連当事者との取引】

前連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)

記載すべき重要な事項はありません。

　

当連結会計年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)

記載すべき重要な事項はありません。
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(１株当たり情報)

　
前連結会計年度

(平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで)

当連結会計年度
(平成19年４月１日から
平成20年３月31日まで)

１株当たり純資産額 2,448円00銭１株当たり純資産額 2,469円72銭

１株当たり当期純利益 105円87銭１株当たり当期純利益 102円61銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について
は、潜在株式がないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について
は、潜在株式がないため記載しておりません。

(注) 算定上の基礎

１．１株当たり純資産額

前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

連結貸借対照表の純資産の部の合計額(千円) 15,753,600 15,727,667

普通株式に係る純資産額(千円) 13,690,358 13,686,880

差額の主な内訳(千円)

　少数株主持分 2,063,241 2,040,787

普通株式の発行済株式数(株) 5,595,000 5,595,000

普通株式の自己株式数(株) 2,531 53,131

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数(株)

5,592,469 5,541,869

　

２．１株当たり当期純利益

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

連結損益計算書上の当期純利益(千円) 592,077 572,087

普通株式に係る当期純利益(千円) 592,077 572,087

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 5,592,469 5,575,461
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(重要な後発事象)

　
前連結会計年度

(平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで)

当連結会計年度
(平成19年４月１日から
平成20年３月31日まで)

該当事項はありません。 (自己株式の取得)

　当社は、平成20年５月15日開催の取締役会において、会社

法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法

第156条の規定に基づき、自己株式を取得することを決議し

ました。

　(1)自己株式の取得を行う理由

資本効率の向上と経営環境の変化に対応した機動的

な資本政策の遂行のため、自己株式の取得を行うもの

です。

　(2)取得の方法

株式会社東京証券取引所における買付

　(3)取得する株式の種類

当社普通株式

　(4)取得しうる株式の総数

50,000株 (上限)

(発行済株式総数(自己株式を除く)に対する

割合 0.90％)

　(5)取得しうる株式の取得総額

100,000千円 (上限)

　(6)取得する期間

平成20年５月16日から

平成20年６月30日まで

　なお、上記決議に基づき、平成20年５月30日までに当社普

通株式8,400株(取得価額13,902千円)を取得しました。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

　

【借入金等明細表】

　

区分
前期末残高
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 1,197,0001,311,300 1.4 ―

１年以内に返済予定の長期借入金
　　　　　　　　　　　　(注)２

616,344 731,144 1.7 ―

１年以内に返済予定のリース債務　　
　　　　　　　　　　

― ― ― ―

長期借入金(１年以内に返済予定の
ものを除く。)　　　　　 (注)２

1,648,4361,665,498 1.7平成24年９月28日

リース債務(１年以内に返済予定の
ものを除く。)

― ― ― ―

その他の有利子負債
　営業保証金(固定負債「その他」)

11,661 13,104 2.0 ―

合計 3,473,4413,721,046 ― ―

(注) １　「平均利率」については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　このうち、山形市よりの長期借入金(１年以内に返済予定のものを含む。)12,000千円は、地域総合整備財団が民

間事業に対して行う無利子融資の制度(ふるさと融資制度)に基づき、無利息となっております。

３　長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における１年ごとの返済予定額は以下

のとおりであります。なお、その他の有利子負債(営業保証金)については、返済期限の定めがないため、記載し

ておりません。

　
１年超２年以内
(千円)

２年超３年以内
(千円)

３年超４年以内
(千円)

４年超５年以内
(千円)

548,596 490,702 439,680 186,520

　

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】
　

前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 1,890,602 2,006,555

　２　受取手形
※
2,3,4

2,001,624 1,717,180

　３　売掛金 2,718,975 3,027,157

　４　有価証券 ― 100,000

　５　商品 227,536 269,752

　６　製品 740,816 673,137

　７　原材料 644,182 627,433

　８　仕掛品 782,443 768,006

　９　貯蔵品 9,585 14,702

　10　前払費用 22,301 29,741

　11　繰延税金資産 139,134 196,253

　12　為替予約 43,585 ―

　13　その他 37,442 57,896

　　　貸倒引当金 △3,776 △9,404

　　　流動資産合計 9,254,45560.0 9,478,41460.7

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産

　　(1)　建物 ※２ 2,419,639 2,624,760

　　　　 減価償却累計額 1,167,3651,252,273 1,185,2471,439,513

　　(2)　構築物 186,133 199,394

　　　　 減価償却累計額 132,47753,655 141,23058,164

　　(3)　機械及び装置 622,733 721,420

　　　　 減価償却累計額 410,490212,242 454,963266,456

　　(4)　工具器具及び備品 1,384,795 1,435,136

　　　　 減価償却累計額 1,069,590315,205 1,136,181298,955

　　(5)　土地 ※1,2 1,723,673 2,087,009

　　　有形固定資産合計 3,557,04923.1 4,150,09826.6

　２　無形固定資産

　　(1)　ソフトウェア 22,503 47,682

　　(2)　電話加入権 10,622 10,622

　　(3)　水道施設利用権 1,462 1,307

　　　無形固定資産合計 34,5880.2 59,6120.4
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　 前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

　３　投資その他の資産

　　(1)　投資有価証券 ※２ 1,028,640 621,528

　　(2)　関係会社株式 ※２ 1,063,102 1,067,102

　　(3)　関係会社出資金 ― 62,526

　　(4)　株主・従業員
　　　　 長期貸付金

39,867 39,097

　　(5)　関係会社長期貸付金 196,096 214,189

　　(6)　破産更生債権等 15,618 22,882

　　(7)　長期前払費用 2,353 2,138

　　(8)　繰延税金資産 125,653 139,052

　　(9)　為替予約 109,155 ―

   (10)　長期性預金 300,000 ―

 　(11)　敷金及び保証金 82,498 84,963

 　(12)　その他 143,301 199,532

　　　貸倒引当金 △148,292 △154,788

　　　投資評価引当金 △379,717 △379,717

　　　投資その他の資産合計 2,578,27616.7 1,918,50612.3

　　　固定資産合計 6,169,91540.0 6,128,21639.3

　　　資産合計 15,424,370100 15,606,630100

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　支払手形 ※３ 1,710,012 1,221,002

　２　買掛金 880,975 946,126

　３　短期借入金 ※２ 571,000 878,000

　４　１年内返済予定
　　　長期借入金

※２ 103,100 176,420

　５　未払金 66,019 60,363

　６　未払費用 127,435 122,962

　７　未払法人税等 261,400 158,818

　８　未払消費税等 32,821 5,630

　９　前受金 104,623 20,293

　10　預り金 42,135 29,443

　11　前受収益 615 318

　12　為替予約 ― 8,580

　13　賞与引当金 273,521 275,418

　14　役員賞与引当金 18,880 ―

　15　設備支払手形 ※３ 28,448 39,592

　16　その他 ― 65

　　　流動負債合計 4,220,98927.4 3,943,03525.3

Ⅱ　固定負債

　１　長期借入金 ※２ 3,140 502,360

　２　再評価に係る
　　　繰延税金負債

※１ 128,933 128,933

　３　退職給付引当金 86,336 ―

　４　役員退職金引当金 294,290 197,190

　５　為替予約 ― 92,480

　６　その他 12,421 13,894

　　　固定負債合計 525,1203.4 934,8586.0

　　　負債合計 4,746,11030.8 4,877,89331.3
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　 前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 1,207,7957.8 1,207,7957.7

　２　資本剰余金

　　(1) 資本準備金 1,751,219 1,751,219

　　(2) その他資本剰余金 68,492 68,492

　　　　資本剰余金合計 1,819,71111.8 1,819,71111.7

　３　利益剰余金

　　(1) 利益準備金 162,748 162,748

　　(2) その他利益剰余金

　　　　圧縮記帳積立金 ― 103,768

　　　　別途積立金 6,806,000 7,346,000

　　　　繰越利益剰余金 805,606 525,183

　　　　利益剰余金合計 7,774,35450.4 8,137,70152.1

　４　自己株式 △2,526△0.0 △83,714△0.5

　　　株主資本合計 10,799,33570.0 11,081,49371.0

Ⅱ　評価・換算差額等

　１　その他有価証券評価
　　　差額金

170,5021.1 7,2580.0

　２　繰延ヘッジ損益 54,7390.3 △13,698△0.1

　３　土地再評価差額金 ※１ △346,316△2.2 △346,316△2.2

　　　評価・換算差額等合計 △121,074△0.8 △352,756△2.3

　　　純資産合計 10,678,26069.2 10,728,73668.7

　　　負債・純資産合計 15,424,370100 15,606,630100
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② 【損益計算書】

　
前事業年度

(平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで)

当事業年度
(平成19年４月１日から
平成20年３月31日まで)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高

　１　製品売上高 8,629,508 8,463,827

　２　商品売上高 5,171,41613,800,924100 5,038,71113,502,539100

Ⅱ　売上原価

　１　製品売上原価

　　(1)　期首製品たな卸高 639,535 740,816

　　(2)　当期製品製造原価 4,969,729 4,844,498

　　(3)　製品他勘定受入高 ※１ 6,572 10,025

合計 5,615,837 5,595,340

　　(4)　製品他勘定振替高 ※２ 34,162 110,210

　　(5)　期末製品たな卸高 740,816 673,137

　　　　製品売上原価 4,840,858 4,811,992

　２　商品売上原価

　　(1)　期首商品たな卸高 192,487 227,536

　　(2)　当期商品仕入高 4,235,777 4,189,342

　　(3)　商品他勘定受入高 ※１ 113,385 55,983

合計 4,541,650 4,472,862

　　(4)　商品他勘定振替高 ※２ 54,097 28,300

　　(5)　期末商品たな卸高 227,536 269,752

　　　　商品売上原価 4,260,0169,100,87465.94,174,8098,986,80166.6

　　　　売上総利益 4,700,05034.1 4,515,73733.4

Ⅲ　販売費及び一般管理費

　１　運賃荷造費 112,295 110,344

　２　広告宣伝費 139,379 143,879

　３　貸倒引当金繰入額 ― 12,892

　４　役員報酬 110,282 118,364

　５　役員賞与引当金繰入額 18,880 ―

　６　給料手当 1,017,869 1,085,902

　７　賞与 220,954 211,877

　８　賞与引当金繰入額 148,070 151,110

　９　退職給付引当金繰入額 △4,020 △13,831

　10　役員退職金引当金繰入額 16,540 11,065

　11　法定福利費 187,651 204,171

　12　福利厚生費 25,272 29,869

　13　賃借料 146,553 154,095

　14　減価償却費 103,214 120,484

　15　公租公課 47,422 52,857

　16　交際費 9,072 18,716

　17　旅費交通費 135,621 154,163

　18　通信費 38,326 39,270

　19　試験研究費 ※3,4 659,251 656,154

　20　支払手数料 104,373 120,492

　21　車両費 21,068 22,953
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　　 前事業年度
(平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで)

当事業年度
(平成19年４月１日から
平成20年３月31日まで)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

　22　消耗品費 76,382 70,282

　23　その他 158,3613,492,82425.3 151,7603,626,87526.8

　　　営業利益 1,207,2258.8 888,8616.6

Ⅳ　営業外収益

　１　受取利息 7,182 10,930

　２　受取配当金 ※５ 63,906 80,684

　３　為替差益 23,671 24,381

　４　為替予約評価益 54,274 ―

　５　その他 54,702203,7361.5 62,398178,3951.3

Ⅴ　営業外費用

　１　支払利息 10,425 27,627

　２　手形売却損 ― 1,795

　３　たな卸資産廃棄損 14,131 80,927

　４　たな卸資産評価損 11,618 67,930

　５　為替予約評価損 ― 138,408

　６　匿名組合投資損失 8,630 ―

　７　その他 2,834 47,6410.4 4,394 321,0842.4

　　　経常利益 1,363,3209.9 746,1715.5

Ⅵ　特別利益

　１　固定資産売却益 ※６ 1,491 342

　２　投資有価証券売却益 26,055 52,049

　３　貸倒引当金戻入益 3,807 767

　４　企業立地助成金受入益 ― 31,3550.2 174,960228,1191.7

Ⅶ　特別損失

　１　固定資産売却損 ※７ 4,763 ―

　２　固定資産除却損 ※８ 3,422 24,854

　３　貸倒引当金繰入額 49,033 ―

　４　役員退職慰労金 ― 57,2190.4 40,000 64,8540.5

　　　税引前当期純利益 1,337,4569.7 909,4366.7

　　　法人税、住民税及び
　　　事業税

460,000 206,000

　　　法人税等調整額 154,040614,0404.5 88,429294,4292.1

　　　当期純利益 723,4155.2 615,0074.6
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製造原価明細書

　
前事業年度

(平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで)

当事業年度
(平成19年４月１日から
平成20年３月31日まで)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

　１　原材料費 3,812,59473.1 3,548,98270.4

　２　外注加工費 261,226 5.0 287,626 5.7

　３　労務費 ※１ 887,39417.0 905,33017.9

　４　経費 ※２ 255,961 4.9 300,692 6.0

　　当期総製造費用 5,217,176100 5,042,632100

　　期首仕掛品たな卸高 703,336 782,443

合計 5,920,512 5,825,075

　　仕掛品他勘定振替高 ※３ 168,340 212,570

　　期末仕掛品たな卸高 782,443 768,006

　　当期製品製造原価 4,969,729 4,844,498

　

(注)

前事業年度
(平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで)

当事業年度
(平成19年４月１日から
平成20年３月31日まで)

○　原価計算の方法

　　原価計算の方法は、分析機器のカタログ品については
標準組別総合原価計算によっており、分析機器の特注
品及び非接触ICカード製品については実際個別原価計
算によっております。原価差額は、各月次において売上
原価・製品・仕掛品・原材料に調整配賦計算を行って
おります。

○　原価計算の方法

　　同左

※１　労務費の主な内訳は、次のとおりであります。
給料手当 522,302千円
賞与 108,366
賞与引当金繰入額 90,172
退職給付引当金繰入額 △2,379

※１　労務費の主な内訳は、次のとおりであります。
給料手当 543,844千円
賞与 106,868
賞与引当金繰入額 88,388
退職給付引当金繰入額 △8,411

※２　経費の主な内訳は、次のとおりであります。
減価償却費 100,778千円
消耗品費 42,012
水道光熱費 20,419

※２　経費の主な内訳は、次のとおりであります。
減価償却費 130,185千円
消耗品費 55,231
水道光熱費 21,528

※３　仕掛品他勘定振替高の内訳は、次のとおりでありま
す。
商品他勘定受入高への振替額 19,049千円
製品他勘定振替高からの振替額 △10,374
販売費及び一般管理費 67,957
製造経費 10,146
営業外費用 12,175
固定資産 69,386
計 168,340千円

※３　仕掛品他勘定振替高の内訳は、次のとおりでありま
す。
商品他勘定受入高への振替額 20,642千円
製品他勘定振替高からの振替額 △40,775
販売費及び一般管理費 48,812
製造経費 3,455
営業外費用 102,315
固定資産 78,120
計 212,570千円
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③ 【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　
株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(千円) 1,207,795 1,751,219 68,492 1,819,711

事業年度中の変動額

　別途積立金の積立　(注)

　剰余金の配当　(注)

　役員賞与　(注)

　土地再評価差額金取崩額

　当期純利益

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(千円) ― ― ― ―

平成19年３月31日残高(千円) 1,207,795 1,751,219 68,492 1,819,711

　
株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(千円) 162,7485,976,0001,181,8797,320,627 △2,526 10,345,608

事業年度中の変動額

　別途積立金の積立　(注) 830,000△830,000 ― ―

　剰余金の配当　(注)  △251,661 △251,661 △251,661

　役員賞与　(注) △18,880 △18,880 △18,880

　土地再評価差額金取崩額 852 852 852

　当期純利益 723,415 723,415 723,415

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(千円) ― 830,000 △376,273 453,726 ―  453,726

平成19年３月31日残高(千円) 162,7486,806,000 805,606 7,774,354 △2,526 10,799,335

　
評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(千円)        232,184  ―   △345,464    △113,279    10,232,328

事業年度中の変動額

　別途積立金の積立　(注)  ―

　剰余金の配当　(注)     △251,661

　役員賞与　(注) △18,880

　土地再評価差額金取崩額            852

　当期純利益 723,415

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

△61,682        54,739        △852      △7,795      △7,795

事業年度中の変動額合計(千円)      △61,682        54,739       △852      △7,795       445,931

平成19年３月31日残高(千円)        170,502        54,739    △346,316    △121,07410,678,260

(注)　平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成19年３月31日残高(千円) 1,207,795 1,751,219 68,492 1,819,711

事業年度中の変動額

　別途積立金の積立　

　剰余金の配当

　圧縮記帳積立金の積立

　当期純利益

　自己株式の取得

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(千円) ― ― ― ―

平成20年３月31日残高(千円) 1,207,795 1,751,219 68,492 1,819,711

　

株主資本

利益剰余金

利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金合計
圧縮記帳積立金 別途積立金 繰越利益剰余金

平成19年３月31日残高(千円) 162,748 ― 6,806,000 805,606 7,774,354

事業年度中の変動額

　別途積立金の積立 540,000 △540,000 ―

　剰余金の配当 △251,661 △251,661

　圧縮記帳積立金の積立 103,768 △103,768 ―

　当期純利益 615,007 615,007

　自己株式の取得

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(千円) ― 103,768 540,000 △280,422 363,346

平成20年３月31日残高(千円) 162,748 103,768 7,346,000 525,183 8,137,701

　

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(千円)  △2,52610,799,335170,502 54,739 △346,316 △121,07410,678,260

事業年度中の変動額

　別途積立金の積立 ― ―

　剰余金の配当 △251,661 △251,661

　圧縮記帳積立金の積立 ― ―

　当期純利益 615,007 615,007

　自己株式の取得 △81,188△81,188 △81,188

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

△163,243△68,438 ― △231,681△231,681

事業年度中の変動額合計(千円) △81,188 282,158△163,243△68,438 ― △231,681 50,476

平成20年３月31日残高(千円) △83,71411,081,4937,258 △13,698△346,316△352,75610,728,736
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重要な会計方針

　
前事業年度

(平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで)

当事業年度
(平成19年４月１日から
平成20年３月31日まで)

１　有価証券の評価基準及び評価方法

　(1) 満期保有目的の債券

　　　償却原価法(定額法)

１　有価証券の評価基準及び評価方法

　(1) 満期保有目的の債券

　　　同左

　(2) 子会社株式及び関連会社株式

　　　総平均法による原価法

　(2) 子会社株式及び関連会社株式

　　　同左

　(3) その他有価証券

　　　時価のあるもの

　　　　決算末日の市場価格等に基づく時価法

　　　(評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却

原価は、総平均法により算定)

　(3) その他有価証券

　　　時価のあるもの

　　　　同左

　　　

　　　時価のないもの

　　　　総平均法による原価法

　　　　　なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合

への出資(証券取引法第２条第２項により有価

証券とみなされるもの)については、組合契約に

規定される決算報告日に応じて入手可能な最近

の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り

込む方法によっております。

　　　時価のないもの

　　　　総平均法による原価法

　　　　　なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合

への出資(金融商品取引法第２条第２項により

有価証券とみなされるもの)については、組合契

約に規定される決算報告日に応じて入手可能な

最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で

取り込む方法によっております。

２　デリバティブ取引により生じる正味の債権及び債務

の評価基準及び評価方法

　　　時価法

２　デリバティブ取引により生じる正味の債権及び債務

の評価基準及び評価方法

　　　同左

３　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　(1)商品・原材料及び貯蔵品

　　 ………移動平均法に基づく原価法

　(2)製品及び仕掛品

　　 ………個別法又は総平均法に基づく原価法

３　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　(1)商品・原材料及び貯蔵品

　　 ………同左

　(2)製品及び仕掛品

　　 ………同左

４　固定資産の減価償却の方法

　(1) 有形固定資産

　　　定率法によっております。

　　　ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物(附属

設備を除く)については、定額法によっております。

　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　　　　　　　建物　　　　　　　５～50年

　　　　　　　構築物　　　　　　７～40年

　　　　　　　機械及び装置　　　２～12年

　　　　　　　工具器具及び備品　２～20年

４　固定資産の減価償却の方法

　(1) 有形固定資産

　　　定率法によっております。

　　　ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物(附属

設備を除く)については、定額法によっております。

　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　　　　　　　建物　　　　　　　５～50年

　　　　　　　構築物　　　　　　７～40年

　　　　　　　機械及び装置　　　２～12年

　　　　　　　工具器具及び備品　２～20年

――――――― (会計方針の変更)
　法人税法の改正((所得税法等の一部を改正する法律　
平成19年３月30日　法律第６号)及び(法人税法施行令
の一部を改正する政令　平成19年３月30日　政令第83
号))に伴い、平成19年４月1日以降に取得したものにつ
いては、改正後の法人税法に基づく方法に変更してお
ります。
　この結果、従来の方法によった場合に比べて、売上総
利益が7,279千円、営業利益、経常利益及び税引前当期
純利益が20,555千円減少しております。
(追加情報)
　当事業年度から平成19年３月31日以前に取得したも
のについては、償却可能限度額まで償却が終了した翌
年から５年間で均等償却する方法によっております。
　この結果、従来の方法によった場合に比べて、売上総
利益が2,921千円、営業利益、経常利益及び税引前当期
純利益が8,250千円減少しております。
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　 前事業年度
(平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで)

当事業年度
(平成19年４月１日から
平成20年３月31日まで)

　(2) 無形固定資産

　　　定額法によっており、ソフトウェアのうち自社利用分

については、社内における利用可能期間(５年)、販売

目的分については、見込有効期間(３年)に基づいて

おります。

　(2) 無形固定資産

　　　同左

５　引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。

５　引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

　　　同左

　(2) 投資評価引当金

　　　子会社株式の実質価額の著しい低下に対応するため、

当該子会社の資産内容等を勘案して評価減相当額を

計上しております。

　(2) 投資評価引当金

　　　同左

　(3) 賞与引当金

　　　従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち

当期の負担分を計上しております。

　(3) 賞与引当金

　　　同左

　(4) 役員賞与引当金

　　　役員に対して支給する賞与の支出に充てるた

　　め、支給見込額に基づき当事業年度に見合う分を

　　計上しております。

　　(会計方針の変更)

　　　当事業年度から「役員賞与に関する会計基準」

　　(企業会計基準委員会 平成17年11月29日企業会計

　　基準第４号)を適用しております。

　　　この結果、従来の方法に比べて、営業利益、経

　　常利益及び税引前当期純利益が、18,880千円減少

　　しております。

　(5) 退職給付引当金

　　　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職

給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当期末に

おいて発生していると認められる額を計上しており

ます。

　　　なお、数理計算上の差異については、各期の発生時に

おける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

(３年)による按分額をそれぞれ発生の翌期より費用

処理しております。

　(4) 退職給付引当金

　　　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職

給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当期末に

おいて発生していると認められる額を計上しており

ます。

　　　なお、当期末においては、年金資産が退職給付債務を

上回るため前払年金費用を計上しております。

　　　数理計算上の差異については、各期の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(３年)

による按分額をそれぞれ発生の翌期より費用処理し

ております。

　(6) 役員退職金引当金

　　　役員(執行役員を含む)の退職慰労金の支給に備える

ため、役員退職金規程に基づく期末要支給額を計上

しております。

　(5) 役員退職金引当金

　　　同左

　　　

６　リース取引の処理方法

　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。

６　リース取引の処理方法

　　同左
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前事業年度
(平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで)

当事業年度
(平成19年４月１日から
平成20年３月31日まで)

７　ヘッジ会計の方法

　(1) 繰延ヘッジ等のヘッジの方法

　　　繰延ヘッジ処理によっております。

７　ヘッジ会計の方法

　(1) 繰延ヘッジ等のヘッジの方法

　　　同左

　(2) ヘッジ対象とヘッジ手段

　　　外貨建取引をヘッジ対象とし、為替予約をヘッジ手段

としております。

　(2) ヘッジ対象とヘッジ手段

　　　同左

　(3) ヘッジ方針

　　　ヘッジ取引は実需に基づいたリスクのみを対象とし、

投機的な手段としては行っておりません。

　(3) ヘッジ方針

　　　同左

８　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　　消費税等の会計処理

　　税抜方式によっております。

８　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　　消費税等の会計処理

　　同左

　

会計方針の変更

　
前事業年度

(平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで)

当事業年度
(平成19年４月１日から
平成20年３月31日まで)

貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等

当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年12月９日

　企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準委

員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第８号)

を適用しております。

これによる損益に与える影響はありません。

なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

10,623,520千円であります。

―――――――

　

EDINET提出書類

ジーエルサイエンス株式会社(E02320)

有価証券報告書

 82/105



注記事項

(貸借対照表関係)
　

前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

※１　土地の再評価

　　　土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公布法
律第34号　最終改正　平成13年６月29日)に基づき、平
成14年３月31日に事業用の土地の再評価を行ってお
ります。

　　　なお、再評価差額については、土地の再評価に関する
法律の一部を改正する法律(平成11年３月31日公布
法律第24号)に基づき、再評価差額から再評価に係る
繰延税金負債を控除した金額を「土地再評価差額
金」として純資産の部に計上しております。

　　　再評価の方法
　　　　土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月31

日公布政令第119号)第２条第４号に定める、地
価税法(平成３年法律第69号)第16条に規定する
地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価
額を算定するために国税庁長官が定めて公表し
た方法により算定した価額に合理的な調整を
行って算定する方法

　　　再評価を行った年月日　　　　平成14年３月31日
　　　再評価を行った土地の期末における時価と
　　　再評価後の帳簿価額との差額

△364,793千円

※１　土地の再評価

　　　土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公布法
律第34号　最終改正　平成13年６月29日)に基づき、平
成14年３月31日に事業用の土地の再評価を行ってお
ります。

　　　なお、再評価差額については、土地の再評価に関する
法律の一部を改正する法律(平成11年３月31日公布
法律第24号)に基づき、再評価差額から再評価に係る
繰延税金負債を控除した金額を「土地再評価差額
金」として純資産の部に計上しております。

　　　再評価の方法
　　　　土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月31

日公布政令第119号)第２条第４号に定める、地
価税法(平成３年法律第69号)第16条に規定する
地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価
額を算定するために国税庁長官が定めて公表し
た方法により算定した価額に合理的な調整を
行って算定する方法

　　　再評価を行った年月日　　　　平成14年３月31日
　　　再評価を行った土地の期末における時価と
　　　再評価後の帳簿価額との差額

△349,104千円

※２　資産につき設定している担保権の明細
　　　担保資産

建物 463,273千円

土地 1,078,118

投資有価証券 192,690

関係会社株式 12,137

計 1,746,219千円

　　　担保資産に対応する債務

短期借入金 477,340千円

１年内返済予定長期借入金 85,810

長期借入金 2,640

計 565,790千円

※２　資産につき設定している担保権の明細
　　　担保資産

建物 431,567千円

土地 1,078,118

投資有価証券 118,350

関係会社株式 12,137

計 1,640,173千円

　　　担保資産に対応する債務

短期借入金 622,440千円

１年内返済予定長期借入金 122,400

長期借入金 400,130

受取手形割引高 50,058

計 1,195,028千円

※３　当事業年度末の満期手形の会計処理については、手
形交換日をもって決済処理しております。
　なお、当事業年度末日は金融機関の休日であったた
め、次の満期手形が当事業年度末日の残高に含まれ
ております。

受取手形 181,058千円

支払手形 372,974

設備支払手形 3,493

※３　         ―――――――　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　
　
　

※４　         ―――――――　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　

※４　受取手形割引高　　　　　　　　　50,058千円　　　　　　　　　　　　
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(損益計算書関係)
　

前事業年度
(平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで)

当事業年度
(平成19年４月１日から
平成20年３月31日まで)

※１　製品及び商品他勘定受入高の内訳は、次のとおりで

あります。

製品 商品

材料他勘定振替高
からの受入額

4,563千円75,347千円

仕掛品他勘定振替
高からの受入額

― 24,514

商品他勘定振替高
からの受入額

1,807 ―

製品他勘定振替高
からの受入額

― 13,271

販売費及び
一般管理費

201 241

製造経費 ― 9

計 6,572千円113,385千円

※１　製品及び商品他勘定受入高の内訳は、次のとおりで

あります。

製品 商品

材料他勘定振替高
からの受入額

4,610千円11,735千円

仕掛品他勘定振替
高からの受入額

― 21,153

商品他勘定振替高
からの受入額

5,263 ―

製品他勘定振替高
からの受入額

― 23,031

販売費及び
一般管理費

151 61

計 10,025千円55,983千円

※２　製品及び商品他勘定振替高の内訳は、次のとおりで
あります。

製品 商品

原材料費 1,926千円30,240千円

仕掛品他勘定受入
高への振替額

10,374 5,465

販売費及び
一般管理費

7,845 4,652

製造経費 264 658

商品他勘定受入高
への振替額

13,271 ―

製品他勘定受入高
への振替額

― 1,807

営業外費用 263 10,691

固定資産 217 581

計 34,162千円54,097千円

※２　製品及び商品他勘定振替高の内訳は、次のとおりで
あります。

製品 商品

原材料費 17,134千円12,826千円

仕掛品他勘定受入
高への振替額

40,775 511

販売費及び
一般管理費

7,575 3,709

製造経費 257 1,256

商品他勘定受入高
への振替額

23,031 ―

製品他勘定受入高
への振替額

― 5,263

営業外費用 19,017 4,482

固定資産 2,417 250

計 110,210千円28,300千円

※３　試験研究費には、賞与引当金繰入額35,278千円及び
減価償却費69,530千円が含まれております。

※３　試験研究費には、賞与引当金繰入額35,919千円及び
減価償却費84,133千円が含まれております。

※４　一般管理費に含まれる研究開発費は659,251千円で
あります。

※４　一般管理費に含まれる研究開発費は656,154千円で
あります。

※５　受取配当金のうち、50,840千円は、関係会社との取
引に係るものであります。

※５　受取配当金のうち、61,008千円は、関係会社との取
引に係るものであります。

※６　固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。

工具器具及び備品 1,491千円

※６　固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。

工具器具及び備品 342千円

※７　固定資産売却損は、保養所(土地及び建物等)の売却
損4,763千円であります。

※７　         ―――――――　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　

※８　固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。

機械及び装置 812千円

工具器具及び備品 2,609

計 3,422千円

※８　固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。

建物 7,996千円

構築物 192

機械及び装置 1,309

工具器具及び備品 4,653

処分費用等 10,703

計 24,854千円
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 2,531 ― ― 2,531

　

当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 2,531 50,600 ― 53,131

(注) １．普通株式の自己株式の増加株式数のうち35,600株は、平成19年11月14日の取締役会決議による取得自己株式

であります。

２．普通株式の自己株式の増加株式数のうち15,000株は、平成19年12月28日の取締役会決議による取得自己株式

であります。

　

(リース取引関係)

　
前事業年度

(平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで)

当事業年度
(平成19年４月１日から
平成20年３月31日まで)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

(借主側)

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

(借主側)

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

有形固定資産
工具器具及び備品

取得価額相当額 63,049千円

減価償却累計額相当額 36,057

期末残高相当額 26,991千円

　　なお、取得価額相当額の算定は、有形固定資産の期末残

高等に占める未経過リース料期末残高の割合が低いた

め、支払利子込み法によっております。

有形固定資産
工具器具及び備品

取得価額相当額 72,414千円

減価償却累計額相当額 48,137

期末残高相当額 24,277千円

　　なお、取得価額相当額の算定は、有形固定資産の期末残

高等に占める未経過リース料期末残高の割合が低いた

め、支払利子込み法によっております。

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 11,201千円

１年超 15,790

計 26,991千円

　　なお、未経過リース料期末残高相当額の算定は、有形固

定資産の期末残高等に占める未経過リース料期末残高

の割合が低いため、支払利子込み法によっております。

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 11,972千円

１年超 12,305

計 24,277千円

　　なお、未経過リース料期末残高相当額の算定は、有形固

定資産の期末残高等に占める未経過リース料期末残高

の割合が低いため、支払利子込み法によっております。

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 11,849千円

減価償却費相当額 11,849

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 11,985千円

減価償却費相当額 11,985

(4) 減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

　　同左
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(有価証券関係)

前事業年度(平成19年３月31日現在)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

区分 貸借対照表計上額(千円) 時価(千円) 差額(千円)

子会社株式 617,076 3,111,408 2,494,331

　

当事業年度(平成20年３月31日現在)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

区分 貸借対照表計上額(千円) 時価(千円) 差額(千円)

子会社株式 617,076 2,440,320 1,823,243
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(税効果会計関係)
　

前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別
の内訳

(繰延税金資産)

　①流動資産

　賞与引当金 111,295千円

　未払事業税 23,757

　未払社会保険料 13,596

　たな卸資産評価損 7,487

その他 732

繰延税金負債(流動)との相殺 △17,734

計 139,134千円

　②固定資産

土地再評価差額金(損) 217,386千円

　投資評価引当金損金 154,507

　役員退職金引当金 119,746

　貸倒引当金 59,546

　退職給付引当金 35,130

　その他 15,900

　評価性引当額 △339,770

繰延税金負債(固定)との相殺 △136,793

計 125,653千円

　　繰延税金資産合計 264,788千円

(繰延税金負債)

　①流動負債

　繰延ヘッジ損益(益) △17,734千円

　繰延税金資産(流動)との相殺 17,734

計 ―

　②固定負債

　土地再評価差額金(益) △128,933千円

　その他有価証券評価差額金(益) △116,973

　繰延ヘッジ損益(益) △19,819

　繰延税金資産(固定)との相殺 136,793

計 △128,933

　　繰延税金負債合計 △128,933

差引：繰延税金資産(又は負債)の純額 135,854千円
　

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別
の内訳

(繰延税金資産)

　①流動資産

　賞与引当金 112,067千円

　たな卸資産評価損 49,351

　未払事業税 15,466

　未払社会保険料 13,779

その他 5,587

計 196,253千円

　②固定資産

土地再評価差額金(損) 217,386千円

　投資評価引当金損金 154,507

　役員退職金引当金 80,236

　貸倒引当金 57,575

　その他 22,611

　評価性引当額 △300,260

繰延税金負債(固定)との相殺 △93,004

計 139,052千円

　　繰延税金資産合計 335,305千円

(繰延税金負債)

　固定負債

　土地再評価差額金(益) △128,933千円

　土地圧縮積立金(益) △71,191

　前払年金費用(益) △16,833

　その他(益) △4,979

　繰延税金資産(固定)との相殺 93,004

計 △128,933

　　繰延税金負債合計 △128,933

差引：繰延税金資産(又は負債)の純額 206,372千円
　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

(調整)

　評価性引当金の増減 9.2

　交際費等永久に損金に
　算入されない項目

0.3

　受取配当金等永久に益金に
　算入されない項目

△1.7

　住民税均等割等 1.3

　試験研究費の総額に係る税額控除 △3.3

　その他 △0.6

　　税効果会計適用後の法人税等の
　　負担率

45.9％

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

(調整)

　評価性引当金の増減 △4.3

　交際費等永久に損金に
　算入されない項目

0.9

　受取配当金等永久に益金に
　算入されない項目

△2.9

　住民税均等割等 1.8

　試験研究費の総額に係る税額控除 △3.4

　その他 △0.4

　　税効果会計適用後の法人税等の
　　負担率

32.4％
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(１株当たり情報)

　
前事業年度

(平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで)

当事業年度
(平成19年４月１日から
平成20年３月31日まで)

１株当たり純資産額 1,909円40銭１株当たり純資産額 1,935円94銭

１株当たり当期純利益 129円36銭１株当たり当期純利益 110円31銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、
潜在株式がないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、
潜在株式がないため記載しておりません。

(注) 算定上の基礎

１．１株当たり純資産額

前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

貸借対照表の純資産の部の合計額(千円) 10,678,260 10,728,736

普通株式に係る純資産額(千円) 10,678,260 10,728,736

普通株式の発行済株式数(株) 5,595,000 5,595,000

普通株式の自己株数(株) 2,531 53,131

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式数(株)

5,592,469 5,541,869

　

２．１株当たり純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

損益計算書上の当期純利益(千円) 723,415 615,007

普通株式に係る当期純利益(千円) 723,415 615,007

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 5,592,469 5,575,461
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(重要な後発事象)

　
前事業年度

(平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで)

当事業年度
(平成19年４月１日から
平成20年３月31日まで)

該当事項はありません。 (自己株式の取得)

　当社は、平成20年５月15日開催の取締役会において、会社

法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法

第156条の規定に基づき、自己株式を取得することを決議し

ました。

　(1)自己株式の取得を行う理由

資本効率の向上と経営環境の変化に対応した機動的

な資本政策の遂行のため、自己株式の取得を行うもの

です。

　(2)取得の方法

株式会社東京証券取引所における買付

　(3)取得する株式の種類

当社普通株式

　(4)取得しうる株式の総数

50,000株 (上限)

(発行済株式総数(自己株式を除く)に対する

割合 0.90％)

　(5)取得しうる株式の取得総額

100,000千円 (上限)

　(6)取得する期間

平成20年５月16日から

平成20年６月30日まで

　なお、上記決議に基づき、平成20年５月30日までに当社普

通株式8,400株(取得価額13,902千円)を取得しました。
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【債券】

　

銘柄 券面総額(千円) 貸借対照表計上額(千円)

満期保有
目的の債
券

(有価証券)

三菱UFJ証券株式会社
インターナショナル・ピーエルシー

100,000 100,000

計 100,000 100,000

　

【株式】

　

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(千円)

その他
有価証券

(投資有価証券)

株式会社島津製作所 126,000 116,046

株式会社みなと銀行 554,966 110,993

株式会社三菱UFJフィナンシャル・グループ 86,160 74,097

東洋証券株式会社 200,000 62,000

エスエス製薬株式会社 72,000 33,552

株式会社三菱ケミカルホールディングス 31,996 21,085

旭硝子株式会社 18,365 20,183

株式会社日立ハイテクノロジーズ 12,196 20,111

株式会社山口フィナンシャルグループ(第四
種優先株式)

20 20,000

新光証券株式会社 50,528 14,653

大陽日酸株式会社 16,932 13,511

株式会社山口フィナンシャルグループ 10,000 11,290

日本化薬株式会社 18,641 11,277

コスモ石油株式会社 32,358 10,128

東洋キャピタル株式会社 120 7,000

東北化学薬品株式会社 10,110 4,954

丸三証券株式会社 8,820 4,868

コスモ証券株式会社 10,609 954

東ソー株式会社 1,000 343

株式会社ＭＡＲＵＷＡ 100 121

計 1,260,923 557,172
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【その他】

　

種類及び銘柄 投資口数(口) 貸借対照表計上額(千円)

その他
有価証券

(投資有価証券)

投資信託受益証券

A　三井住友アセットマネジメント株式会社
中国株ファンド・大国　2006-11

2,000 23,758

B　三井住友アセットマネジメント株式会社
中国株・アジアリートファンド2007-09

2,000 12,994

C　国際投信投資顧問株式会社
温暖化対策株式オープン

1,000 8,685

D　大和証券投資信託委託株式会社
ダイワ三資産分散ファンド

10,000,000 8,292

投資事業有限責任組合等への出資

 　NIFベンチャーズ株式会社
日台新企業投資

2 10,627

計 10,005,002 64,356
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【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額
(千円)

差引当期末
残高
(千円)

有形固定資産

建物 2,419,639270,47965,3582,624,7601,185,24775,2431,439,513

構築物 186,13313,839 578 199,394141,2309,13858,164

機械及び装置 622,733126,23027,543721,420454,96363,532266,456

工具器具及び備品 1,384,795165,391115,0501,435,1361,136,181170,260298,955

土地 1,723,673363,335 ― 2,087,009― ― 2,087,009

有形固定資産計 6,336,974939,278208,5317,067,7202,917,622318,1754,150,098

無形固定資産

　ソフトウェア 163,40241,1435,771198,774151,09115,96447,682

　電話加入権 10,622 ― ― 10,622 ― ― 10,622

　水道施設利用権 2,330 ― ― 2,330 1,022 155 1,307

無形固定資産計 176,35441,1435,771211,726152,11316,11959,612

長期前払費用
10,990
(549)

750
1,957
(457)

9,782
(92)

7,643 507
2,138
(92)

(注) １　当期増加のうち主なものは、次のとおりであります。

建物　　　　　　　　　　総合技術本部新棟　　260,939千円

工具器具及び備品　　　　営業支援設備関係　　 91,545千円

　　　　　　　　　　　　研究開発設備関係　　 50,265千円

　　　　　　　　　　　　福島工場生産設備　　 14,300千円

土地　　　　　　　　　　福島工場拡張　　　　349,920千円

　

２　長期前払費用の(　)内は内数で、長期前払保険料に係るものであり、減価償却と性格が異なるため、償却累計額

及び当期償却額の算定には含めておりません。

　

【引当金明細表】

　

区分
前期末残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用)
(千円)

当期減少額
(その他)
(千円)

当期末残高
(千円)

貸倒引当金 152,068 16,669 ― 4,544 164,193

投資評価引当金 379,717 ― ― ― 379,717

賞与引当金 273,521 275,418 273,521 ― 275,418

役員賞与引当金 18,880 ― 18,880 ― ―

役員退職金引当金 294,290 11,065 108,165 ― 197,190

(注) 　貸倒引当金の「当期減少額(その他)」内訳

　洗替による戻入額 4,544千円
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　現金及び預金

　

区分 金額(千円)

現金 8,142

預金の種類

当座預金 576,354

普通預金 202,967

定期預金 1,191,990

外貨預金 22,884

別段預金 4,216

小計 1,998,413

合計 2,006,555

　

②　受取手形

　相手先別内訳

　

相手先 金額(千円)

株式会社ローラン 56,780

日本電子データム株式会社 47,016

オザワ科学株式会社 37,681

株式会社池田理化 36,822

正晃株式会社 35,651

その他　(注) 1,503,229

合計 1,717,180

(注)　アドバンテック東洋株式会社 他
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　決済期日別内訳

　

期日 金額(千円)

平成20年４月 425,970

　　　　５月 322,742

　　　　６月 605,922

　　　　７月 253,450

　　　　８月 93,394

　　　　９月　以降 15,699

合計 1,717,180

　

③　売掛金

　相手先別内訳
　

相手先 金額(千円)

第一三共株式会社 97,434

株式会社日立ハイテクノロジース 87,707

株式会社島津製作所 85,031

ＬＣＧＣ ＳＵＰＥＲＭＡＲＫＥＴ 79,034

株式会社シマダ器械 58,233

その他　(注) 2,619,717

合計 3,027,157

(注)　住友金属テクノロジー株式会社他

　

　売掛金の発生及び回収並びに滞留状況
　

前期繰越高(千円)

(Ａ)

当期発生高(千円)

(Ｂ)

当期回収高(千円)

(Ｃ)

次期繰越高(千円)

(Ｄ)

回収率(％)
(Ｃ)

×100
(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
366

2,718,97514,137,94713,829,7663,027,157 82.0 74.4

(注)　消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。
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④　商品

　

品目 金額(千円)

ガスクロマトグラフ 103,493

液体クロマトグラフ 44,709

その他 121,549

合計 269,752

　

⑤　製品

　

品目 金額(千円)

ガスクロマトグラフ 130,161

液体クロマトグラフ 273,553

その他 269,422

合計 673,137

　

⑥　原材料

　

品目 金額(千円)

ガスクロマトグラフ 249,845

液体クロマトグラフ 224,488

その他 153,099

合計 627,433

　

⑦　仕掛品

　

品目 金額(千円)

ガスクロマトグラフ 290,992

液体クロマトグラフ 363,828

その他 113,184

合計 768,006

　

⑧　貯蔵品

　

品目 金額(千円)

総合カタログ 6,334

切手・印紙 1,163

各種伝票類 1,043

その他 6,161

合計 14,702
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⑨　関係会社株式

　

銘柄 金額(千円)

(子会社株式)

 テクノクオーツ株式会社 617,076

 ATAS GL International B.V. 379,717

 GL Sciences, Inc. 49,789

 株式会社グロース 4,000

(関連会社株式)

 株式会社京都モノテック 16,518

合計 1,067,102

　

⑩　支払手形

　相手先別内訳
　

相手先 金額(千円)

昭光通商株式会社 86,003

日本電子株式会社 72,975

株式会社堀場エステック 59,431

住友スリーエム株式会社 51,604

株式会社日立ハイテクノロジーズ 41,180

その他　(注) 909,807

合計 1,221,002

(注)　ダイセル化学工業他

　

　決済期日別内訳
　

期日 金額(千円)

平成20年４月 325,103

　　　　５月 16,851

　　　　６月 640,549

　　　　７月 238,497

合計 1,221,002
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⑪　買掛金

　相手先別内訳
　

相手先 金額(千円)

アプライドバイオシステムズジャパン株式会社 150,066

株式会社日立ハイテクノロジーズ 52,594

バリアンテクノロジーズジャパンリミテッド 52,060

大陽日酸株式会社 41,999

株式会社堀場エステック 30,012

その他　(注) 619,392

合計 946,126

(注)　 日本ダイオネクス株式会社他

　

⑫　短期借入金

区分 金額(千円)

株式会社三菱東京UFJ銀行 338,000

株式会社山口銀行 135,000

三菱UFJ信託銀行株式会社 135,000

株式会社みずほ銀行 135,000

株式会社みなと銀行 135,000

合計 878,000

　

⑬　設備支払手形

　相手先別内訳
　

相手先 金額(千円)

株式会社朝日プラスチック 10,447

東京電機産業株式会社 10,342

黒沢工業 6,405

株式会社サンコー電子 4,179

株式会社イトーキ 3,848

その他　(注) 4,370

合計 39,592

(注)　 日科機バイオス株式会社他
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　決済期日別内訳

　

期日 金額(千円)

平成20年４月 6,405

　　　　５月 ―

　　　　６月 29,722

　　　　７月 3,465

合計 39,592

　

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 100株券、1,000株券、10,000株券

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 100株

株式の名義書換え

　　取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社

　　取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社　全国各支店
野村證券株式会社　全国本支店

　　名義書換手数料 無料

　　新券交付手数料 無料

株券喪失登録

　　株券喪失登録申請料 １件につき10,000円

　　株券登録料 １件につき500円

単元未満株式の買取り

　　取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社

　　取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社　全国各支店
野村證券株式会社　全国本支店

　　買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 日本経済新聞

株主に対する特典 該当事項はありません。

(注)　当会社の単元未満株主は、以下に掲げる権利以外の権利を行使するこができない。

会社法第189条第２項各号に掲げる権利

取得請求権付株式の取得を請求する権利

募集株式又は募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

　

(１)　有価証券報告書及びその添付書類

事業年度　第40期(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)平成19年６月28日関東財務局長に提

出。

　

(２)　有価証券報告書の訂正報告書

訂正報告書(上記(１) 有価証券報告書の訂正報告書)を平成19年10月24日関東財務局長に提出。

　

(３)　半期報告書

事業年度　第41期(自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日)平成19年12月21日関東財務局長に提

出。

　

(４)　自己株券買付状況報告書

自己株券買付状況報告書を平成19年12月10日、平成20年１月11日、平成20年２月８日、平成20年６月６

日関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

　

平成19年６月27日

ジーエルサイエンス株式会社

取締役会　御中

あずさ監査法人

　

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士　　渡　　邉　　宣　　昭　　㊞

　

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士　　柏　　嵜　　周　　弘　　㊞

　

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるジーエルサイエンス株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務

諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算

書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、ジーエルサイエンス株式会社及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示し

ているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が

別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

平成20年６月25日

ジーエルサイエンス株式会社

取締役会　御中

あずさ監査法人

　

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士　　渡　　邉　　宣　　昭　　㊞

　

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士　　斎　　藤　　　　　昇　　㊞

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられているジーエルサイエンス株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度

の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・

フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、ジーエルサイエンス株式会社及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示し

ているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が

別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

平成19年６月27日

ジーエルサイエンス株式会社

取締役会　御中

あずさ監査法人

　

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士　　渡　　邉　　宣　　昭　　㊞

　

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士　　柏　　嵜　　周　　弘　　㊞

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるジーエルサイエンス株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第40期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、ジーエルサイエンス株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の

経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が

別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

平成20年６月25日

ジーエルサイエンス株式会社

取締役会　御中

あずさ監査法人

　

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士　　渡　　邉　　宣　　昭　　㊞

　

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士　　斎　　藤　　　　　昇　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられているジーエルサイエンス株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第41期事業年

度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行っ

た。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表

明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、ジーエルサイエンス株式会社の平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の

経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が

別途保管しております。
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